
７福薬業発第８２号 

令和７年６月２日 

各地区薬剤師会会長 殿 

 

公益社団法人福岡県薬剤師会 

常務理事 竹野 将行  

 

「第２５回医療経済実態調査（医療機関等調査）」へのご協力のお願い 

 

平素より本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、標記につきまして、日本薬剤師会より別添のとおり連絡がありました

のでお知らせいたします。 

中医協による標記調査は、病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局にお

ける医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整

備することを目的として実施されるもので、無作為に抽出された約10,000（箇

所数）施設が対象となっております。 

この調査の結果は、令和８年度診療報酬改定についての議論のための重要な

基礎資料として活用されます。調査対象に選定された保険薬局には、令和７年

５月末頃に調査票が発送されております。保険薬局より照会を受けた場合など

には、積極的に回答が行われるようご協力をお願い申し上げます。 

 



日 薬 業 発 第 6 6 号 

令 和 ７ 年 ５ 月 30 日 

 

都 道 府 県 薬 剤 師 会 会 長 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

会 長  岩 月  進 

 （会長印省略） 

 

 
「第 25回 医療経済実態調査（医療機関等調査）」へのご協力のお願い 

 

 

標記について、中央社会保険医療協議会会長および厚生労働省保険局長から別

添のとおり協力依頼がありましたのでお知らせいたします。 

中医協による医療経済実態調査（医療機関等調査）は、病院、一般診療所、歯

科診療所及び保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報

酬に関する基礎資料を整備することを目的として実施されるものです。 

前回（第 24 回 医療経済実態調査）と同様に、厚生労働省より貴会宛に、別

添の通り、調査協力依頼及び調査票等が送付されているところですが、貴会にお

かれましても本調査の趣旨を十分ご理解いただき、調査客体として選ばれた保険

薬局から照会を受けた場合等には迅速かつ的確な回答が得られるよう、ご協力を

賜りますようお願い申し上げます。 

なお、調査客体となる保険薬局に対しては令和７年５月末頃に調査票が発送さ

れており、提出期限は令和７年７月 18日であることを申し添えます。 

 

 

別添 
１．依頼状(中央社会保険医療協議会等から日本薬剤師会会長あて) 

２．「第 25回医療経済実態調査（医療機関等調査）」へのご協力のお願い 

３．保険薬局調査票 

４．保険薬局調査票 記入要領 

５．ホームページの利用方法等のご案内 

６．電子調査票のご利用ガイド 

７．第２４回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告 

（令和５年 11月 24日公表）の概要 

 



 

謹啓 時下益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。 

 保健医療行政の運営につきましては、日頃から格別のご尽力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

 さて、当協議会におきましては、今般、「第２５回医療経済実態調査（医療機関

等調査）」を実施することとし、令和７年５月末頃までに調査対象施設へ調査票を

送付いたします。 

 この調査は、病院、⼀般診療所、⻭科診療所及び保険薬局における医業経営の実

態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的として

２年に１度行っております。 

 この調査の結果は、令和８年度診療報酬改定についての議論のための重要な基礎

資料として活用されます。 

 日々の診療などでお忙しい状況であるとは存じますが、是非ともご協力賜ります

ようお願い申し上げます。 

調査票は無作為抽出した医療機関等に送付いたしますが、調査対象となった医療

機関等におかれましては、有効回答率向上のためご回答いただけますよう、会員等

の方々に対し、ご周知方ご協力を賜りたくご依頼申し上げます。 

敬具 

公益社団法人 日本薬剤師会 会⻑  殿 

令和７年５月３０日 

中央社会保険医療協議会 

会 ⻑ 小塩 隆士 

厚生労働省保険局 

局 ⻑ 鹿沼 均 
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必ずご記入ください。

- - - -

※法人番号の活用による政府統計の精度向上に資するため、法人番号の記入にご協力をお願いします。

※法人番号欄には、マイナンバー（個人番号）の記入はせず、国税庁から指定された13桁の法人番号を記入してください。

　なお、個人事業主については、法人番号欄に「０（ゼロ）」を記入して下さい。

公認会計士等に記入を外部委託している場合は右側のチェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。　□
下記欄は疑義照会にあたり、当該公認会計士等へ直接連絡をとってよい場合のみ記載してください。

－ － ）

令和7年

医 療 経 済 実 態 調 査
（保険薬局調査票）

（提出期限　令和7年７月18日）

(フリガナ)
記入者氏名

部署

電話番号

法人番号

連絡先
ＦＡＸ番号

e-mail ＠

公認会計士又は税理士　氏名

連絡先

市外局番
（内線

※電子調査票をご利用できない場合のみ、本調査票をご利用ください。電子調査票の
ご利用については、別添の「電子調査票のご利用ガイド」をご覧ください。
　なお、ご記入いただきました内容をご確認させていただく可能性がございますので、ご記入後の
電子調査票又は本調査票は、必ず原本の複写を１部お取り置きください。

ホームページや電子調査票をご利用する際、必要となるID及びパスワードは次のとおりです。

　　　　　　　ID：　　　　　　　　　　　パスワード：

※　記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、以下までご相談ください。

＜お問い合わせ先＞
　厚生労働省　医療経済実態調査事務局
　　　　　フリーダイヤル　　　　０１２０－１３５－０７０
　　　　　フリーダイヤルＦＡＸ　０１２０－１３５－０７１
　　　　　メールアドレス　　　　info@jiccho2025.jp
　　　　　ホームページ　　　　　https://www.jiccho2025.jp
　　　　　受付時間　　　　　　　9：００～１７：００　※月曜日～金曜日（祝日は除く）

中央社会保険医療協議会

電話番号

e-mail ＠

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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 １　貴薬局の開設主体 （令和７年３月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

　 １　法人

２　個人

 ２　直近の２事業年（度） （個人立以外の保険薬局のみ記入してください。）

　令和６年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

　令和７年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ３　貴薬局の活動状況 （令和７年３月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　直近の２事業年（度）の間及び現在、活動している

２　その他（直近の２事業年（度）の途中に開設、現在は休止、廃止等）

※回答が「２」の場合は、ここで本調査は終了となります。このまま本調査票をご返送ください。

 ４　同一グループの保険調剤を行っている店舗数（令和７年３月３１日現在）

 ５　保険調剤の状況

令和６年３月末までに終了した事業年（度） 枚

令和７年３月末までに終了した事業年（度） 枚 ％

 ６　調剤用備蓄医薬品品目数 （令和７年３月３１日現在）

 薬価基準収載品目

（うち）後発医薬品品目数

 ７　一般用医薬品備蓄品目数（要指導医薬品を含む） （令和７年３月３１日現在）

品目

※「後発医薬品の割合」は、調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品の数量（薬価基準の規格単位ベース）のうち後発医薬品の占める割合

  （小数点第１位まで）を記入してください。

品目

品目 品目 品目

品目 品目

内用薬 外用薬 注射薬

※個人立の場合は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び令和６年１月１日から令和６年１２月３１日までの期間が

　直近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。

店舗

処方箋枚数 後発医薬品の割合

令和 ～ 令和

第１ 基本データ

令和 ～ 令和

1

2

5

10

9

87

6

4

3

11

14

13

12

15

- 1 -
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 ８　調剤基本料等の状況 （該当する番号及び割合を記入してください。）

１．地域支援体制加算１　　２．地域支援体制加算２

３．地域支援体制加算３　　４．地域支援体制加算４

５．地域支援体制加算１～４を算定をしていない

１．在宅薬学総合体制加算１　２．在宅薬学総合体制加算２

３．在宅薬学総合体制加算１,２を算定していない

 ９　立地状況 （令和７年３月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

１　診療所前（※１）　　　　　　   ２　病院（500床未満）前（※１）

３　病院（500床以上）前（※１）　４　病院（500床未満）敷地内　　５　病院（500床以上）敷地内

６　診療所敷地内　　　　　　　  ７　同一建物内に単一の保険医療機関が所在（※２）

８　医療モール内
（※３）

　　　　   ９　上記以外

１　主に近隣（又は同一敷地内）にある特定の病院の処方箋を応需している

２　主に近隣（又は同一敷地内）にある特定の診療所の処方箋を応需している

３　主に複数の特定の保険医療機関（医療モールも含む）の処方箋を応需している

４　様々な保険医療機関からの処方箋を応需している

１　医療機関の土地・建物を借りている　

２　医療機関の土地・建物以外（駐車場等）を借りている

３　医療機関へ土地・建物を貸している　

４　医療機関へ土地・建物以外（駐車場等）を貸している

※１　医療機関の敷地と接している場所や医療機関の敷地から公道等を挟んだ場所など、特定の医療機関のまわりの場所をいう。

 10　地域連携薬局等の認定等状況 （令和７年３月３１日現在、該当する番号を記入してください。）

 11　薬学管理等の状況 （令和７年３月末までに終了した事業年（度）１年間の状況を記入してください。）

在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定回数 回

居宅療養管理指導費（介護保険）の算定回数 回

　　健康サポート薬局 １　該当する　　　　　　２　該当しない

　　地域連携薬局 １　該当する　　　　　　２　該当しない

（㉓で「あり」の場合のみ）

医療機関と賃貸借している不動産の

種類（主たるもの１つ）

※２　保険薬局が所在する建物内に医療機関が１施設のみ所在する場合をいう。

※３　保険薬局が所在する建物内に複数の医療機関が所在する場合をいう。

処方せんの

応需状況

特定の保険医療機関との不動産の賃貸借関係 　１　あり　　　　　　　　２　なし

※２　特定の保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合（集中率）は、令和６年３月１日から令和７年２月２８日までの期間について、特定の保険医療

 　　  機関に係る処方箋の受付回数を全ての処方箋の受付回数で除して得た値（小数点第１位まで）を記入してください。

立地

　特定の保険医療機関に係る処方箋による調剤の割合（集中率）
（※２） ％

算定している加算

※１　令和６年５月以前（令和６年度診療報酬改定以前）に特別調剤基本料を算定していた場合、⑯に｢８｣を記入して下さい。

算定している

調剤基本料

１. 調剤基本料１　　　２. 調剤基本料２　　  ３. 調剤基本料３－イ

４. 調剤基本料３－ロ　５. 調剤基本料３－ハ

６. 特別調剤基本料A　 ７. 特別調剤基本料B　８. 特別調剤基本料(※１)

令和６年5月以前 令和６年6月以降

18

1716

24

20

23

19

22

21

25

26

28

27

- 2 -
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 12　賃上げ促進税制の活用状況 （令和７年3月末までの事業年（度）について、該当する番号を記入してください。)

１　活用した

２　活用していない・対象外

 13　消費税の経理方式 （該当する番号を記入してください。）

１　税込　

２　税抜

※次頁以降で記入していただく金額等は、ここで選択した経理方式に従って記入してください。

30

29

- 3 -
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損　　益

○

○

○

○

 Ⅰ　収益

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅱ　介護収益

保険薬局として介護保険事業を実施している場合、収益を下記の表に記入してください。

保険薬局として介護保険事業を実施していない場合、右側のチェック欄“□”に“レ”を記入してください。

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 □

 ２　公害等調剤収益

 ３　その他の薬局事業収益

収益合計

科　　　目

（うち）新型コロナウイルス感染症関連の補助金

介護収益合計

金額（令和6年3月末までの事業年（度）） 金額（令和7年3月末までの事業年（度））

金額（令和6年3月末までの事業年（度））

 １　保険調剤収益（患者負担含む）

第２

法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、調査対象となった薬局分のみを推計して記入し

てください。

直近の２事業年（度）それぞれの収益及び費用の額を記入してください。

個人薬局は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び令和６年１月１日から令和６年１２

月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

費用のうち医薬品等費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが困難な場合

や、税金等を薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等あ

りましたら、コールセンター（0120-135-070）にご相談ください。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

科　　　目 金額（令和7年3月末までの事業年（度））

1

2

4

3

5

6

8

7

9

10

11 12

- 4 -
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 Ⅲ　費用

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

（うち）紹介手数料

（うち）建物賃借料

（うち）水道光熱費

（うち）公募要件等に基づく経費（※2）

（うち）法定福利費

（うち）通勤手当

 ４　減価償却費

 ３　委託費

（うち）人材委託費

金額（令和7年3月末までの事業年（度））金額（令和6年3月末までの事業年（度））科　　　目

 １　給与費

（うち）特定保険医療材料費 （※1）

（うち）一般用医薬品費（要指導医薬品を含む）（※1）

（うち）調剤用医薬品費（※1）

 ２　医薬品等費

（うち）建物減価償却費

（うち）調剤用機器減価償却費

（うち）調剤用機器賃借料

費用合計

（うち）消費税課税対象費用 （※1）

　（設備機器賃借料、建物賃借料及び水道光熱費を除く）

（うち）設備機器賃借料

（うち）土地賃借料

（うち）控除対象外消費税等負担額 （※３）

 ５　その他の経費

※１　調剤用医薬品費、一般用医薬品費、特定保険医療材料費、消費税課税対象費用を区分して経理していない等、記入が困難な場合は、「－」

を記入してください。

※２　算定している調剤基本料が特別調剤基本料Aの場合のみ記入してください。

※３　経理方式が税抜の場合のみ記入してください。

14

13

18

17

16

15

20

19

25

24

23

22

21

26

28

27

29

30

33

34

31

37

36

38

39

40

41

42

43

44

45

46

48

47

49

51

53

50

54

52

56

57

5835

32 55

- 5 -

abe-yuuta




 Ⅳ　損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 Ⅴ　税金（法人税・住民税）

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※個人薬局については記入の必要はありません。

 Ⅵ　税引後の総損益差額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

※個人薬局については記入の必要はありません。

 税引後の総損益差額 （損益差額－税金）

 損益差額 （収益合計＋介護収益合計－費用合計）

科　　　目

　税金（法人税・住民税）合計

金額（令和7年3月末までの事業年（度））

科　　　目 金額（令和6年3月末までの事業年（度）） 金額（令和7年3月末までの事業年（度））

科　　　目 金額（令和6年3月末までの事業年（度）） 金額（令和7年3月末までの事業年（度））

金額（令和6年3月末までの事業年（度））

6059

61 62

63 64
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給　　与

○

○

○

１　令和６年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　薬剤師 人月

人月

　その他の職員 人月

人月

人月

２　令和７年3月末までの事業年（度）の常勤職員給料・賞与

人月
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　薬剤師 人月

人月

　その他の職員 人月

人月

合　　　計 人月

延べ人員（人月）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

給　　　料

　管理薬剤師

（個人立の開設者本人を除く）

直近の２事業年（度）における、調査対象となった薬局で直接業務に従事する常勤職員に対して支

払った給与の状況について、職種別に記入してください。

個人薬局は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び令和６年１月１日から令和６年１２

月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

賞　　　与

第３

各事業年（度）の「延べ人員（人月）」欄に記入する人月数は、各事業年（度）における月別給与支給

人員の年（度）間合計です。例えば、２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年間（１２ヶ月）従事

しており、もう１人が半年間（６ヶ月）だけ従事していた場合には、「延べ従事人月」は１８人月とな

ります。

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

常　勤　職　員 （令和6年3月末までの事業年（度））

　管理薬剤師

（個人立の開設者本人を除く）

合　　　計

給　　　料 賞　　　与職　　　種

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

　事務職員
（上記の職種に従事している者を除く）

　役員
（上記の職種に従事している者を除く）

職　　　種 延べ人員（人月）

常　勤　職　員 （令和7年3月末までの事業年（度））

1

2

5

6

4

3 9

8

7

10

11

12

13

14

18

17

16

15

20

19

22

21

24

23

25

26

27

28

29

30

32

33

31

36

34

35
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資 産 ・ 負 債

○

○

○

○

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

 Ⅰ　流動資産

□

資　産　の　部

科　　　目 金額（令和６年3月末までの事業年（度）） 金額（令和７年3月末までの事業年（度））

第４

直近の２事業年（度）の末日における資産及び負債の額を記入してください。

個人薬局は、令和５年１２月３１日及び令和６年１２月３１日が直近の２事業年（度）の末日となりま

す。

法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合など、調査対

象となった薬局分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査対象となった薬局分

の金額を記入してください。

負　債　合　計

 Ⅲ　繰延資産

資　産　合　計

 負　債　の　部

科　　　目 金額（令和６年3月末までの事業年（度）） 金額（令和７年3月末までの事業年（度））

 Ⅴ　固定負債　

（うち）長期借入金

 Ⅳ　流動負債　

薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございました

ら、コールセンター（0120-135-070）にご相談ください。

 Ⅱ　固定資産

個人薬局であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない場合、

右側のチェック欄“□”に“レ”を記入してください。この場合、資産・負債の記入の必要はありませ

ん。

1

2

5

8

7

6

4

3

11

10

9

12

14

13

16

15
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設備投資額

○

○

○

設備投資額

　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

 設備投資額のうち消費税課税対象の投資額

（うち）建物（建物附属設備を含み、土地を除く）

（うち）医療機器

（うち）調剤用機器

（うち）医療情報システム用機器

第５

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。

個人薬局は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び令和６年１月１日から令和６年１２

月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。

直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結した場合には、当該設備の取得価額（リース期間中

のリース料総額）を含めた設備投資額を記入してください。ただし、固定資産に計上されているものに

限ります。

 設備投資額（土地を含む）

数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。

科　　　目 金額（令和６年3月末までの事業年（度）） 金額（令和７年3月末までの事業年（度））

1

2

3

4

5

6

7

8

10

9

12

11
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お手数ですが、本調査票の複写を１部お取り置きください。

事務局

記入欄

1 2 3 4 6 7 8 9 105

自由記載欄

医療経済実態調査（医療機関等調査）に対するご意見

　このたびは、「令和７年医療経済実態調査（医療機関等調査）」にご

協力いただきありがとうございます。本調査の改善に役立てるため、本

調査に関するご意見等ございましたら、以下にご記入ください。（任意

提出）

調査は以上です。お忙しいところご協力ありがとうございました。
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令 和 ７ 年  医 療 経 済 実 態 調 査 

保険薬局調査票 記入要領 
 

 

 

 

 

 

               
中央社会保険医療協議会 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

厚生労働省 医療経済実態調査事務局 

フリーダイヤル    ０１２０－１３５－０７０ 

フリーダイヤルＦＡＸ ０１２０－１３５－０７１ 

メールアドレス    info@jiccho2025.jp 

ホームページ     https://www.jiccho2025.jp 

受付時間       ９：００～１７：００ 

 ※月曜日～金曜日（祝日は除く） 

            

 

※ 記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ございましたら、 

 上記までご相談ください。 

 

abe-yuuta
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医療経済実態調査（保険薬局調査票） 

 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

  保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整

備することを目的とします。 

 

２ 調査の対象及び客体 

 (1) 調査の対象 

   保険調剤を行っている全国の保険薬局のうち、１か月の調剤報酬明細書の取扱件数が 

３００件以上の薬局を対象とします。 

 

 (2) 調査の客体 

   調査対象となる保険薬局を、地域別及び開設者別に層化し、同一敷地内薬局については 

１／４、その他については、１／２５を無作為に抽出して客体を選定します。 

 

３ 調査の主体 

  厚生労働省中央社会保険医療協議会が実施します。 

 

４ 調査の時期 

  令和６年３月末までに終了した事業年（度）及び令和７年３月末までに終了した事業年（度）

の２期間について実施します。 

 

５ 調査票の内容 

 (1) 第１ 基本データ 

(2) 第２ 損益 

 (3) 第３ 給与 

 (4) 第４ 資産・負債 

 (5) 第５ 設備投資額 

(6) 自由記載欄 

 

６ 調査の方法 

  保険薬局の管理者が記入します。 

 

７ 調査票の提出期限 

  「電子調査票のご利用ガイド」をご覧いただき、令和７年７月１８日までにホームページにて

電子調査票を提出してください。 

※ 電子調査票をご利用できない場合のみ、紙調査票をご利用ください。  
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Ⅱ 調査についての注意事項 

 

１ 一般的事項 

 (1) この調査は、統計法に基づき一般統計調査として承認されています。 

安心して調査に回答できるよう、調査関係者に対しては、調査で知り得た内容について秘

密を保護することが統計法第 41 条で規定されています。また、統計法第 39 条で調査票情報

を適正に管理すること、第 40 条で調査票情報を統計調査の目的以外に使用してはならないこ

とがそれぞれ規定されています。 

調査票は外部の人の目に触れないよう厳重に管理され、また調査票は集計して調査結果を

得るためだけに使われ、行政上の経営管理や税務調査のための資料として使用することは絶

対にありません。 

 

 (2) この調査は、薬局の経営に関する事項のみを調査するものです。したがって、薬局と家計と

に共通的に利用されるものについては、両者を区分して薬局に利用される部分をできるだけ

正確に把握し、記入してください。 

 

 (3) 法人全体で包括して経理を行っているような場合には、それぞれの面積、収入、従事者数な

どにより按分して、調査客体となった施設分のみ記入してください。 

 

 (4) 保険薬局として調査客体となったが、休・廃止した場合は、調査票１頁の「第１ 基本デー

タ ３ 貴薬局の活動状況」に「２」と回答して返送してください。 

 

２ 調査票の記入 

 (1) 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 

 (2) 金額は円単位で記入しますが、円未満の端数は四捨五入してください。 

 

 (3) 記入を誤ったときは、２本の横線を引いて抹消し、正しいものを記入してください。 

 

 (4) 合計欄がある場合は、必ず記入してください。 
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「第１ 基本データ」の記入要領 （調査票１頁～３頁） 

 

○ 特に示してあるもののほかは、令和７年３月３１日現在の事実について記入してください。 

 

１ 貴薬局の開設主体 

    [調査票○1 欄] 

貴薬局が該当する開設主体の番号を記入してください。 

  

２ 直近の２事業年 

（度） 

    [調査票○2 ○3 欄] 

令和６年３月末までに終了した事業年（度）及び令和７年３月末ま

でに終了した事業年（度）を記入してください。なお、今後、直近の

２事業年（度）とあるものについては、ここで記入した期間が対象に

なります。 
個人薬局については、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日

まで及び令和６年１月１日から令和６年１２月３１日までの期間が直

近の２事業年（度）となるため、記入の必要はありません。 

  

３ 貴薬局の活動状況 

    [調査票○4 欄] 

 貴薬局が該当する活動状況の番号を記入してください。 

回答が「２」の場合は、ここで本調査は終了となります。このま

ま調査票をご返送ください。 

   
４ 同一グループの保

険調剤を行ってい

る店舗数 
  [調査票○5 欄] 

 個人薬局については、記入の必要はありません。法人立の保険薬局

のみ記入してください。 

 同一グループが、調査対象となった保険薬局の他に保険薬局を開設
している場合は、その店舗数を記入してください。ただし、保険調剤

を行っている店舗に限ります。 

同一グループは次の基準により判断してください（調剤基本料の施
設基準における同一グループの考え方と同様）。 

１ 保険薬局の事業者の最終親会社 

２ 保険薬局の事業者の最終親会社の子会社 
３ 保険薬局の事業者の最終親会社の関連会社 

４ １から３までに掲げる者と保険薬局の運営に関するフランチャイ

ズ契約を締結している者 
  

５ 保険調剤の状況 
  [調査票○6 ～○8 欄] 

 

   

  処方箋枚数 
  [調査票○6 ○7 欄] 

調剤した処方箋の枚数について、令和７年３月末までに終了した直
近の２事業年（度）の実績を記入してください。 

 個人薬局は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び
令和６年１月１日から令和６年１２月３１日までが直近の２事業

年（度）となります。 

   

  調剤した後発医薬

品のある先発医薬

品及び後発医薬品
の数量（薬価基準

の規格単位ベー

ス）のうち後発医

薬品の割合 

  [調査票○8 欄] 

 調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品の数量（薬価

基準の規格単位ベース）のうち、後発医薬品の占める割合について、

令和７年３月末までに終了した直近の１事業年（度）の実績を記入し
てください。 

個人薬局は、令和６年１月１日から令和６年１２月３１日までが直

近の１事業年（度）となります。 

 

後発医薬品の割合＝ 
調剤した後発医薬品の数量（薬価基準の規格単位ベース） 

×100 調剤した後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品の数量 

（薬価基準の規格単位ベース） 

 

 （注）小数点第２位を四捨五入してください。 
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６ 調剤用備蓄医薬品
品目数（薬価基準

収載品目） 

  [調査票○9 ～○14欄] 

 令和７年３月３１日現在において備蓄している調剤用医薬品（内用
薬､外用薬、注射薬）の品目数及びそのうちの後発医薬品品目数を記入

してください。 

 
   

７ 一般用医薬品備蓄

品目数（要指導医

薬品を含む） 

  [調査票○15欄] 

 令和７年３月３１日現在において備蓄している一般用医薬品（要指導

医薬品を含む）の品目数を記入してください。 

 

   

８ 調剤基本料等の状

況 

  [調査票○16～○20欄] 

 

  

算定している調剤

基本料 

[調査票○16○17欄] 

算定している調剤基本料の番号を記入してください。 

  

算定している加算 

[調査票⑱⑲欄] 

算定している加算の番号を記入してください。 

  

特定の保険医療機

関に係る処方箋に
よる調剤の割

合（集中率） 
[調査票⑳欄] 

令和６年３月１日から令和７年２月２８日までの期間について、特定

の保険医療機関に係る処方箋の受付回数を全ての処方箋の受付回数で除
して得た値を記入してください。 

（注）小数点第２位を四捨五入してください。 

  

９ 立地状況 

[調査票㉑～㉔欄] 

 

  

立地 
[調査票㉑欄] 

貴薬局の立地として最も近いものの番号を記入してくださ
い。「前」とは、医療機関の敷地と接している場所や医療機関の敷地

から公道等を挟んだ場所など、特定の医療機関のまわりの場所をいい

ます。 
  

処方箋の応需状況 
[調査票㉒欄] 

貴薬局の処方箋の応需状況として最も近いものの番号を記入してくだ
さい。「近隣」には同一敷地内も含まれます。 

  

特定の保険医療機

関との不動産の賃

貸借関係 

[調査票㉓欄] 

特定の保険医療機関との不動産の賃貸借関係の有無（調剤基本料の

根拠）について、該当する番号を記入してください。 

  

  医療機関と賃貸借

している不動産の

種類 

  [調査票㉔欄] 

㉓で「あり」の場合、賃貸借している不動産の種類について、該当

する番号を記入してください。（主たるもの一つ） 

  

10 地域連携薬局等の

認定等状況 

[調査票㉕㉖欄] 

 

  

地域連携薬局 

[調査票㉕欄] 

地域連携薬局について、該当する番号を記入してください。 
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健康サポート薬局 

[調査票㉖欄] 

健康サポート薬局について、該当する番号を記入してください。 

  
11 薬学管理等の状況 

  [調査票㉗㉘欄] 

 

令和７年３月末までに終了した事業年（度）の１年間の在宅患者訪

問薬剤管理指導料の算定回数及び居宅療養管理指導費（介護保険）の

算定回数を記入してください。 

個人薬局の場合は、令和６年１月１日から令和６年１２月３１日ま

での１年間の保険調剤の状況について記入してください。 
  

12 賃上げ促進税制

の活用状況 

[調査票㉙欄] 

賃上げ促進税制の活用状況について、該当する番号を記入してくださ

い。 

 

１ 活用した 

当該税制の適用を受けるための申請を行ったことです。結果通知書

を受領前の場合、繰越控除措置により要件を満たす賃上げを実施した

年度に控除しきれなかった金額を翌年度以降に繰り越す場合を含みま
す。 

 

２ 活用していない・対象外 
（対象外の例） 

・公的医療機関等であって法人税が非課税の場合。 

・当該税制の適用要件を満たしていない場合。 
  

13 消費税の経理方式 
  [調査票㉚欄] 

 

 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）の経理処
理について、貴薬局が適用している経理方式の番号を記入してくださ

い。 

 

１ 税込・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額と
を区分しないで経理する方式（消費税を納めていない免税事業者

は全てこの方式となります。） 
 

２ 税抜・・・消費税等の額とその消費税等に係る取引の対価の額と

を区分して経理する。 
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「第２  損益」の記入要領 （調査票４頁～６頁） 

 

○ 特に示してあるものの他は、直近の２事業年（度）の２期間に提供した薬局事業に関連するす

べての収益（支払基金・国保連等に請求中の未収分を含む）と、これに対応するすべての費用（未

払分を含む）を記入してください。 

  ただし、家計分は含めないでください。 
 

○ 個人薬局は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び令和６年１月１日から令

和６年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 

 
○ 当該年（度）の損益計算書（収支決算書）の数字を基礎として記入してください。 

 

○ 法人全体で包括して経理を行っているような場合でも、当該薬局分のみを推計して記入して

ください。 

 

○ 医薬品等費のうち特定保険医療材料費を区分して経理しておらず、改めて直近２事業年度分

を調べることが困難な場合は、直近１ヶ月分等の割合を調べて按分して記入してください。 

 
＜按分の計算例＞  

特定保険医療材料費＝医薬品等費の総額× 
直近１ヶ月分等（※）の特定保険医療材料費 

直近１ヶ月分等（※）の医薬品等費 

  

※直近１ヶ月分、直近３ヶ月分など、医薬品等費と特定保険医療材料
費の割合を適切に反映していると思われる期間を調査して使用。 

 

○ 費用のうち医薬品等費を区分して経理していないなど収益・費用の内訳を記入することが
困難な場合や、税金等を薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困り

の点・ご不明な点等ございましたら、コールセンター（0120-135-070）にご相談ください。 

 
○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 
Ⅰ 収益 

    [調査票○1 ～⑩欄] 

 

 

   
１ 保険調剤収益 

   （患者負担含む） 

    [調査票○1 ○6 欄] 
 

 健康保険、国民健康保険等の医療保険、後期高齢者医療制度及び生活

保護法、精神保健福祉法、感染症法等の公費負担医療に係る支払基金・

国保連等に対する請求金額及び窓口徴収金額の合計額を記入してくださ
い。 

   

２ 公害等調剤収益 
    [調査票○2 ○7 欄] 

 公害医療、労災保険、自動車損害賠償責任保険などの金額を記入して
ください。 

   

３ その他の薬局事業

収益 

  [調査票○3 ○8 欄] 
 

 

 

 自費診療による調剤収益、一般用医薬品、煙草、化粧品、雑貨等の販

売収益などの金額を記入してください。 

 また、受取利息、配当金、退職給付引当金、徴収不能引当金などの諸
引当金の戻入額などの金額も、この欄に含めて記入してください。 

 

  保険等査定減については、この欄から減算し調整してください。 

  

(うち)新型コロナウイ
ルス感染症関連

の補助金   

[調査票○4 ○9 欄] 

国、地方公共団体、系統機関などからの補助金・負担金等の交付
金のうち、新型コロナウイルス感染症関連の補助金等の交付金（具

体例を以下に記載）について、直近の事業年度の実績を記入してく

ださい。 
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（例） 
・雇用調整助成金  

新型コロナウイルス感染症による特例分の額を計上してくださ

い。 
 

上記以外で、新型コロナウイルス感染症に関連する補助金（含む

自治体独自の補助金）の支給額も記入の対象となります。設備費補

助に該当する補助金については、長期前受金に計上する額は含めず

記入してください。最終的な支給額が決定している場合はその額を
記入してください。支給額が決定していなくても補助金で補てんさ

れる支出が既に発生している場合にはその額を記入してください。 

なお、特定の支出を補てんする趣旨の補助金については、同様の

取扱いとしてください。 

 

   

Ⅱ 介護収益 

    [調査票⑪○12欄] 

保険薬局として介護保険事業を実施している場合、「Ⅱ 介護収

益」を記入してください。 
保険薬局として介護保険事業を実施していない場合、チェック欄

“□”に“レ”を記入してください。 

   
Ⅲ 費用 

    [調査票○13～○58欄] 

 「Ⅰ 収益」及び「Ⅱ 介護収益」に対応する費用の額を記入してく

ださい。 

   
１  給与費 

    [調査票○13㊱欄] 

調査対象となった薬局で直接業務に従事する役員・職員に対する、次

の（１）～（６）までの費用の合計額を記入してください。 
役員・職員が同一法人の保有する複数の薬局等に勤務しているなど、

薬局単位の給料等を把握していない役員・職員がいる場合は、当該役員

・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・職員の給料等を最も適切に

反映していると思われる係数で按分してください。 
 

＜按分の計算例＞ 
   

  役員Ａの調査対象薬局分の給料等 ＝ 

   
  

役員Ａの給料等総額 × 
役員Ａの調査対象薬局での勤務時間(※) 

  役員Ａの総勤務時間（※） 
   

  ※当該役員・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・職員
の給料等を最も適切に反映していると思われる係数を使

用。 

   

 (1) 給料 
直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する給

与額。 
給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手

当、夜勤手当､危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として

職員に支給したすべてのものが含まれます。 

個人薬局で、青色事業専従者に支給した給与も含めてください。 

また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支
給している場合には、その金額を含めてください。 

 

(2) 賞与 

直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する確
定済みの賞与、期末手当等の一時金のうち、当該会計期間に係る部分

の金額。 
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個人薬局で、青色事業専従者に支給した賞与についても、当該会計
期間に係る部分の金額を含めてください。 

 

(3) 賞与引当金繰入額 
直近の２事業年（度）の常勤職員及び常勤職員以外の者に対する翌

会計期間に確定する賞与等の当該会計期間に係る部分の見積額。 

 

(4) 退職給付引当金繰入額 

退職給付引当金制度がある薬局は、直近の２事業年（度）に退職給
付引当金として繰入れた額。（※退職給付引当金制度がない場合は

０） 

 

(5) 退職金支払額 

退職給付引当金制度がない薬局は、直近の２事業年（度）に支給し

た退職金。（※退職給付引当金制度がある場合は０） 

 

(6) 法定福利費 
法令に基づいて支給した次の①～③までの費用の合計額。 

 

① 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、介護
保険料、年金保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

② 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、介護

保険料、年金保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 
③ 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災

保険）の事業主負担額 
   

(うち)通勤手当 

[調査票○14㊲欄] 

 通勤費用の現金支給、通勤用定期乗車券の現物支給の総額を記入して

ください。 

  
(うち)法定福利費 

[調査票○15○38欄] 

法令に基づいて支給した次の(1)～(3)までの費用の合計額について記

入してください。 
(1) 直近の２事業年（度）に支給した給料に係る健康保険料、介護保

険料、年金保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(2) 直近の２事業年（度）に支給した賞与に係る健康保険料、介護保
険料、年金保険料及び児童手当拠出金の事業主負担額 

(3) 直近の２事業年（度）に支払った労働保険料（雇用保険、労災保
険）の事業主負担額 

   

２ 医薬品等費 

    [調査票⑯㊴欄] 

  費消した医薬品、材料等について、実際の購入価格によって計算した

額を記入してください。 

 医薬品等費とは、調剤用医薬品、一般用医薬品、材料費、その他品

目（煙草、化粧品、雑貨等）の費消額をいいます。 
 貴薬局の経営実態に応じ、下記のとおり算出してください。 

 

(1) 年次決算で損益計算書（収支決算書）を作成し、「医薬品等費」 

は「調剤用医薬品費」を独立科目として表示している場合 

   直近の２事業年（度）の損益計算書（収支決算書）の額 
(2) (1)に該当しない場合 

  直近の２事業年（度）の購入額 

  

(うち）調剤用医薬品

費 

   [調査票⑰㊵欄] 

 医薬品等費のうち、保険調剤で費消した医薬品の額を記入してくださ

い。 

 調剤用医薬品を区分して経理していない等、記入が困難な場合は、 

「－」を記入してください。 
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(うち）一般用医薬品
費(要指導医 

薬品を含む) 

[調査票⑱㊶欄] 

 医薬品等費のうち処方箋を必要としない市販薬等の医薬品（要指導医
薬品を含む）の額を記入してください。 

 一般用医薬品を区分して経理していない等、記入が困難な場合は、 

「－」を記入してください。 
  

(うち)特定保険医療材

料費 

  [調査票⑲㊷欄] 

  費消した特定保険医療材料について、実際の購入価格によって計算し

た額を記入してください。 

 特定保険医療材料を区分して経理していない等、記入が困難な場合

は、「－」を記入してください。 
 

＜按分の計算例＞ 

  

 特定保険医療材料費 ＝  

  

 
医薬品等費の総額 × 

直近１ヶ月分等(※)の特定保険医療材料費 

 直近１ヶ月分等（※）の医薬品等費 

  

 ※直近１ヶ月分、直近３ヶ月分など、医薬品等費と特定保険医療材料

費の割合を適切に反映していると思われる期間を調査して使用。 
  

３ 委託費 

[調査票⑳㊸欄] 

  委託をした場合及び派遣労働者を受け入れた場合の業務の対価として

の費用を記入してください。   
    

(うち)人材委託費 

    [調査票㉑㊹欄] 

 派遣労働者を受け入れた場合の業務の対価としての費用及び職員の採

用に当たって支払した紹介手数料を記入してください。 
    

(うち)紹介手数料 

    [調査票○22㊺欄] 

 職員の採用に当たって支払した紹介手数料を記入してください。 

    

４ 減価償却費 

   ［調査票㉓㊻欄] 
    

 

 税務申告などのために作成した直近の２事業年（度）の損益計算

書（収支決算書）の額を記入してください。 
 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の事業年（度）

実績がわからない薬局は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」
に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)建物減価償却費 
    [調査票㉔㊼欄] 

  建物の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してくださ
い。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の事業年（度）
実績がわからない薬局は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

(うち)調剤用機器減価

償却費 

    [調査票㉕㊽欄] 

  調剤用機器の減価償却費で、直近の２事業年（度）実績を記入してく

ださい。 

 損益計算書などが手元にないため、減価償却費の直近の事業年（度）
実績がわからない薬局は、別添の「補助票（減価償却資産調記入票）」

に必要事項を記入し、この調査票と一緒に提出してください。 

   

５ その他の経費 

    [調査票㉖㊾欄] 
    

 支払又は費消した金額を記入してください。 

 「その他の経費」に該当する費目は、１８頁の「参考資料１」を参考
にし、その合計額を記入してください。 

   

(うち)土地賃借料 

    [調査票㉗㊿欄] 

土地賃借料の金額を記入してください。 
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(うち)建物賃借料 
  [調査票㉘○51欄] 

 建物賃借料の金額を記入してください。 
 

 

(うち)設備機器賃借料 
    [調査票㉙○52欄] 

  固定資産に計上を要しない設備、機器の使用料（リース料、レンタル
料）で、直近の２事業年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)調剤用機器賃借

料 

    [調査票○30○53欄] 

  調剤用機器の使用料（リース料、レンタル料）で、直近の２事業

年（度）実績を記入してください。 

   

(うち)水道光熱費 

    [調査票○31○54欄] 

電気料、ガス料、水道料、石油、プロパンガスなどの費用の合計額を

記入してください。ただし、車両関係費に該当するものは除きます。 

  

(うち)公募要件等に基

づく経費 

[調査票㉜○55欄] 

 特別調剤基本料Ａを算定している薬局のうち、薬局機能以外に医

療機関が求めている要件に係る経費の負担がある場合に記入してく

ださい。 

※薬局機能以外に医療機関が求めている要件とは、医療機関の機能
の向上に資する施設の整備の提案（例：薬局以外の施設として、

レストラン、カフェ、コンビニエンスストア、会議室、休憩室、

医療機関の職員宿舎、ヘリポート等、医療機関が有償で借りる予
定の会議室等の設置）や、医療機関の職員の負担を軽減する工夫

などが該当します。 

  
(うち)消費税課税対象

費用(設備機器
賃借料、建物賃

借料を除く) 

    [調査票㉝○56欄] 

 その他の経費のうち、消費税課税対象の費用の合計額を記入してくだ

さい。（その他の経費から、２０頁の「参考資料２」に記載の消費税非
課税費用を除いた金額となります。） 

 消費税課税対象費用を区分して経理していない等、記入が困難な場合

は、「－」を記入してください。 

  
(うち)控除対象外消

費税等負担額 
[調査票○34○57欄] 

 経理方式が税抜の場合のみ記入してください。 

 直近の２事業年（度）において、税法上損金に算入している控除対
象外消費税額等（仕入税額控除ができない仮払消費税額（地方消費
税含む））の金額を記入してください。 

※法人全体の総額しか把握していない場合には、総額を消費税課税対象
費用額（「通勤手当」＋「医薬品等費」＋「委託費」＋「その他の経

費のうち消費税課税対象費用(設備機器賃借料を含む」）の割合で按
分し、調査対象となった薬局分の負担額を記入してください。 

この按分が不可能な場合は、費用額、職員数などを用いて計算してく

ださい。 

 

＜按分の計算例＞ 

   
  調査対象薬局の控除対象外消費税等負担額 ＝ 

   

  法人全体の控除対象外

消費税等負担額 
× 

調査対象薬局の消費税課税対象費用額 

  法人全体の消費税課税対象費用額 

  

Ⅳ 損益差額 

   [調査票○59○60欄] 

  「収益合計（○5 ○10欄）」＋「介護収益合計（○11⑫欄）」－「費用合

計㉟○58欄）」で計算した金額と一致するか確認してください。 
金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 

  

Ⅴ 税金（法人税・住

民税） 
[調査票○61○62欄] 

 

  個人薬局については記入の必要はありません。 

法人全体の税金（法人税・住民税）総額を利益（収益・介護収益－費
用）金額の割合で按分し、調査対象となった薬局分の負担額を記入して

ください。 
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 この按分が不可能な場合は、収益額、職員数などを用いて計算してく
ださい。 

 

＜按分の計算例＞ 
  

調査対象薬局の税金＝法人全体の税金× 
調査対象薬局の利益 

  法人全体の利益 
   

Ⅵ 税引後の総損益 

差額 

   [調査票○63○64欄] 

  個人薬局については記入の必要はありません。 

  「損益差額（○59○60欄）」－「税金（○61○62欄）」で計算した金額と一

致するか確認してください。 

金額がマイナスになる場合は「－」を付してください。 
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「第３  給与」の記入要領 （調査票７頁） 

 

○ 直近の２事業年（度）における、調査対象となった薬局で直接業務に従事する常勤職員に係る

給与状況などについて記入してください。 

個人薬局は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び令和６年１月１日から令

和６年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 
 

○ 個人薬局で、青色事業専従者として給与を支給される者についても、この調査票に含めて記

入してください。 

 

○ 役員・職員が同一法人の保有する複数の薬局等に勤務しているなど、薬局単位の給料等を把
握していない役員・職員がいる場合は、当該役員・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・職

員の給料等を最も適切に反映していると思われる係数で按分してください。 

 

＜按分の計算例＞  

  

役員Ａの調査対象薬局分の給料等 ＝  

役員Ａの給料等総額 × 
役員Ａの調査対象薬局での勤務時間(※) 

役員Ａの総勤務時間等（※） 

  
※当該役員・職員の勤務時間、収益額など、当該役員・職員の給
料等を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ご
ざいましたら、コールセンター（0120-135-070）にご相談ください。 

 

○ 保険薬局として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記
入してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 
 

 
常勤職員   常勤職員とは、その施設で定められた就業時間をすべて勤務する者

をいいます。 

   
常勤職員の給料・賞与 

  [調査票○1 ～○36欄] 

 

 

   
  延べ人員（人月） 

  [調査票○1 ～○6 欄] 

  [調査票○19～○24欄] 
 

 直近の２事業年（度）に給与を支給した常勤職員の延べ人員（人

月）について、職種区分毎に延べ人月数を記入してください。 

 個人薬局で、青色事業専従者として給与を支給される者について
も、この欄に含めて記入してください。 

 例えば、ある職種に２人の職員が在籍し、そのうちの１人が１年

間（１２ヶ月）従事しており、もう１人が半年間（６ヶ月）だけ従事

していた場合には、当該職種の「延べ人員（人月）」は１８人月とな

ります。 
   

  給  料 

  [調査票○7 ～○12欄] 

  [調査票○25～○30欄] 

 
 

 

 
 

  直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した現金給与額の職種区分

毎の総額を記入してください｡ 

 個人薬局で、青色事業専従者に支給した給与についても、この欄に

含めて記入してください。 
 給料（本俸又はこれに準ずるもの）には、扶養手当、時間外勤務手

当、夜勤手当、危険手当、役付手当、通勤手当など労働の対価として

職員に支給したすべてのものが含まれます。 
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  また、職員のうち看護師等養成施設に通っている者の授業料等を支
給している場合には、その金額を含めてください。 

  なお、年俸制を適用されている者については、直近の２事業

年（度）の年俸と当該年（度）に支給した諸手当とを合算した額を記
入してください。 

  

  賞  与 

  [調査票○13～○18欄] 

  [調査票○31～○36欄] 
 

 直近の２事業年（度）に常勤職員に支給した賞与、期末手当等の一

時金の職種区分毎の総額を記入してください。 

 個人薬局で、青色事業専従者に支給した賞与についても、この欄に
含めて記入してください。 

  

  管理薬剤師 

 

 

 

  個人薬局の開設者でない管理薬剤師、個人薬局以外の管理薬剤師に

ついて記入してください。 

 個人薬局の開設者である管理薬剤師は、「人員」、「給料」及

び「賞与」の欄に数字の「０」を必ず記入してください。 

   

事務職員 主として事務（総務、人事、財務、調剤事務等）を担当している
職員をいいます。 

  

  役 員 
 

 

 

  法人立などで、調査対象となった薬局で直接業務に従事する役
員（理事長、理事、監事等）をいいます。 

  使用人兼務役員については、他の職種の欄に記入してください。例

えば、理事（長）兼管理薬剤師の場合は「管理薬剤師」、理事兼事務
長の場合は「事務職員」の欄に記入してください。 
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「第４  資産・負債」の記入要領  （調査票８頁） 

 

 

○ 個人薬局であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税務署に提出していない場

合は、チェック欄“□”に“レ”を書き込んでください。この場合、「第４ 資産・負

債」の記入の必要はありません。 
 

○ 直近の２事業年（度）それぞれの末日の貸借対照表の数字を基礎として記入してください。 

個人薬局は、令和５年１２月３１日及び令和６年１２月３１日が直近の２事業年（度）の末日

となります。 

 
○ 法人全体で包括して貸借対照表が作成されているような場合には、面積、従事者数の割合な

ど、調査対象となった薬局分の実態を最も適切に反映していると思われる係数で按分し、調査

対象となった薬局分の金額を記入してください。 

 

＜按分の計算例＞  

調査対象薬局の資産・負債＝法人全体の資産・負債× 
調査対象薬局の延べ面積等(※) 

法人全体の延べ面積等（※） 

  

※面積、従事者数の割合など、調査対象となった薬局分の実
態を最も適切に反映していると思われる係数を使用。 

 

○ 薬局単位で算出することが困難な場合など、記入に当たってお困りの点・ご不明な点等ご

ざいましたら、コールセンター（0120-135-070）にご相談ください。 
 

○ 保険薬局として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分の資産・負債と介護保険

分の資産・負債との合計額を記入してください。 
 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 
Ⅰ 流動資産 

[調査票○1 ○5 欄] 
 

 

 現金及び預金、経常的な活動によって生じた未収金等の債権及びそ

の１年以内に回収可能な債権、売買目的有価証券等、医薬品、診療材
料、給食用材料、貯蔵品等のたな卸資産、前払費用で１年以内に費用

となるもの等の総額を記入してください。 

   
Ⅱ 固定資産 

[調査票○2 ○6 欄] 

 

 建物、構築物、調剤用器械備品、その他の器械備品、車両及び船

舶、放射性同位元素、その他の有形固定資産、土地、建設仮勘定、借

地権、ソフトウェア、長期貸付金などの総額を記入してください。 
   

Ⅲ 繰延資産 

[調査票○3 ○7 欄] 
 

 創業費（法人の設立登記までに支出した費用及び設立してから事業

を開始するまでの間に支出した開設準備のための費用）、企業債発行
差金、試験研究費などの総額を記入してください。 

   

Ⅳ 流動負債 

[調査票○9 ⑬欄] 

 経常的な活動によって生じた買掛金、支払手形等の債務及びその他

期間が１年以内に到来する債務などの総額を記入してください。 

   
Ⅴ 固定負債 

[調査票○10⑭欄] 

 

 

 長期借入金、その他経常的な活動以外の原因から生じた支払手形、

未払金などのうち、期間が１年を超えるもの、引当金のうち、退職給

付引当金のように、通常１年を超えて使用される見込みのものなどの

総額を記入してください。 

  
(うち)長期借入金 

[調査票○11○15欄] 

 地方債（企業債を含む）及び公庫、事業団、銀行などからの借入金

のうち期間が１年を超えるものの総額を記入してください。 

 なお、地方債による長期借入金を借入資本金として整理している場
合についても、この欄に含めて記入してください。 
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   負債合計 

   [調査票⑫⑯欄] 

「Ⅳ 流動負債」（○9 ⑬欄） 、「Ⅴ 固定負債」（⑩⑭欄）の合計

を記入してください。 

個人薬局であって、青色申告で「貸借対照表（資産負債調）」を税
務署に提出した場合は、当該「貸借対照表（資産負債調）」の負債の

部の数字にもとづき記入してください。 

 



- 17 - 

「第５  設備投資額」の記入要領 （調査票９頁） 

 

○ 直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産にかかる取得価額を記入してください。 

個人薬局は、令和５年１月１日から令和５年１２月３１日まで及び令和６年１月１日から令

和６年１２月３１日までの期間が直近の２事業年（度）となります。 

 
○ 保険薬局として介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記

入してください。 

 

○ 数字を記入する欄が０の場合は「０」を必ず記入してください。 

 
 

設備投資額 

[調査票○1 ～⑫欄] 

 

  

設備投資額（土地を含

む） 

[調査票○1 ⑦欄] 

 土地、建物、建物附属設備、医療用器械備品などの固定資産の取得価

額（未払額含む）を記入してください。 

   
(うち)建物（建物附属

設備を含み、土

地を除く） 
[調査票○2 ⑧欄] 

 薬局用建物（電気、空調、冷暖房、昇降機、給排水など建物に附属す

る設備を含む）の取得価額（未払額含む）を記入してください。ただ

し、土地は除きます。 

   

(うち)医療機器 
[調査票○3 ⑨欄] 

 医療機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 
※直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結し、保有している

医療機器の取得価額（リース期間中のリース料総額）を含めて記入して

ください。ただし、固定資産に計上されているものに限ります。 
   

(うち)調剤用機器 

[調査票④⑩欄] 

 調剤用機器の取得価額（未払額含む）を記入してください。 

※直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結し、保有している
調剤用機器の取得価額（リース期間中のリース料総額）を含めて記

入してください。ただし、固定資産に計上されているものに限りま
す。 

   

(うち)医療情報シス
テム用機器 

[調査票⑤⑪欄] 

 レセプト作成用コンピュータ（レセコン）などの調剤事務や調剤を
支援する医療情報システム用機器（ソフトウェアを含む）の取得価

額（未払額含む）を記入してください。 
※直近の２事業年（度）中に新規にリース契約を締結し、保有している

医療情報システム用機器の取得価額（リース期間中のリース料総

額）を含めて記入してください。ただし、固定資産に計上されている

ものに限ります。 

   

設備投資額のうち消

費税課税対象の投資

額 
[調査票⑥⑫欄] 

 

直近の２事業年（度）中に新規に取得した資産のうち、消費税課税対

象となる資産にかかる取得価額（未払額含む）を記入してくださ

い。（消費税関連項目について２０頁の「参考資料２」を参考にしてく
ださい。） 

※経理方式が税込である場合は、税込の金額を記入してください。 
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参考資料１ 

 

 

「その他の経費」について（調査票５頁） 

 

 
○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 費用」において「５ その他の経費」に含まれる費目は次のとおりで

す。 

 

○ これら費目で、発生主義の原則に基づき、直近の２事業年（度）に支払（未払分を含む）又は

費消した金額の合計額を記入してください。 
 

福利厚生費 

 

 

 

旅費交通費 

 
職員被服費 

 

通 信 費 

 
広告宣伝費 

 

 
消耗品費 

 

 
消耗器具備品費 

 

 
車 両 費 

 
会 議 費 

 

水道光熱費 

 
修 繕 費 

 

 
 

 
賃  借  料 
 
 

 
土地賃借料 
 
建物賃借料 
 
設備機器賃借料 
 
損害保険料 

 

 

交 際 費 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 福利施設負担額、厚生費など従業員及びその家族の福利厚生のため

に要する法定外福利費（教育訓練などに要する費用、団体生命保険料

及び慶弔に際し一定の基準により支給される金品などの現物給与）  

 

  業務のための出張旅費。ただし、研究、研修のための旅費を除く。 

 
  従業員に支給又は貸与する白衣、予防衣、作業衣などの費用 

 

  電信料、電話料、郵便料金など通信のための費用 

 
  機関誌、広報誌などの印刷製本費、電飾広告等の広告宣伝に係る費

用 

 
  会計伝票など薬局用・事務用の用紙、帳簿、電球、洗剤など１年以

内に消費するものの費消額。ただし、材料費に属するものは除く。 

 
  事務用のスケール、計算機など減価償却を必要としないもので１年

を超えて使用できるものの費消額 

 
  業務用乗用車、船舶などの燃料、車両検査などの費用 

 
  運営諸会議など局内管理のための会議の費用 

 

 電気料、ガス料、水道料、石油、プロパンガスなどの費用 

 
  有形固定資産に損傷、摩滅、汚損などが生じたとき、原状回復に要

した通常の修繕のための費用（固定資産の耐用年数の延長又は当該資

産の能率、能力などを高めるような改良に要する費用は含まれませ
ん。） 

 
  設備、器械の使用料などの費用（リース料、レンタル料） 
  ただし、土地賃借料、建物賃借料及び設備機器賃借料に属するもの
を除く。 
 
 土地の賃借料 
 
  建物、部屋の賃借料 
 
  調剤用機器を含む設備機器の賃借料 
 
  火災保険料、薬剤師賠償責任保険料、自動車損害賠償責任保険料な

どの費用 

 
  接待費及び慶弔など交際に要する費用 
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諸 会 費 
 

租税公課 

 
 

 

 

 
医業貸倒損失 
 
 
貸倒引当金繰入
額 
 
研究費・研修費 

 

 
本部費配賦額 

 

 

利子割引料 
 

 
有価証券売却損 
 
患者外給食用材
料費 
 
調剤費減免額 
 
医業外貸倒損失 
 
 
貸倒引当金医業
外繰入額 
 
固定資産売却損 
 
固定資産除却損 
 
災害損失 
 
雑   費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

各種任意団体に対する会費、分担金などの費用 
 

(1) 固定資産税、事業税、消費税、自動車税、印紙税、登録免許税な

どの租税で、原則として税法上損金に算入されるもの 
 

(2) 社団、財団、町会などに対する公共的な性格をもつ会費（薬剤師

会費など）、賦課金 

 
 医業未収金の徴収不能額のうち、貸倒引当金で補填されない部分の
金額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金のうち、徴収不能と見積もら
れる部分の金額 
 
研究材料の費用、研究・研修用図書の購入費、学会への参加旅費な

どの費用 

 

 法人立の場合など、本部会計を設けた場合の、一定の配賦基準で配
賦された本部の費用 

 

 銀行その他金融機関からの借入金に対する利息、他の会社からの借
入金の利息、受取手形の割引料など 

 
売買目的で所有する有価証券を売却した場合の売却損 

 
 従業員等患者以外に提供した食事に対する材料費。ただし、給食業
務を委託している場合には、患者外給食委託費とする。 
 
 患者に無料又は低額な料金で診療を行う場合の割引額など 
 
 医業未収金以外の債権の回収不能額のうち、貸倒引当金で補填され
ない部分の金額 
 
 当該会計期間に発生した医業未収金以外の債権の発生額のうち、回
収不能と見積もられる部分の金額 
 
 固定資産の売却価額がその帳簿額に不足する差額 
 
  固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用 
 
 火災、出水等の災害に係る廃棄損と復旧に関する支出の合計額 
 
寄付金など上記の科目に属さない費用など 
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参考資料２ 
 

 

消費税関連項目について 

 

 
○ 以下の表は、費用の科目ごとに、一般的に消費税非課税となるものを記載しております。 

 

○ 「第２ 損益」の「Ⅲ 費用」、「第５ 設備投資額」のうち、消費税関連項目の記入の際の

参考としてください。 

 
 

科目 消費税非課税となるもの 

第２ 損益 

「Ⅲ 費用」に含まれる

もの 
 

（１ 給与費） 

給与費 

 
（４ 減価償却費） 

減価償却費 
 

 

（５ その他の経費） 
土地賃借料 

 

固定資産税等 
 

機器設備保険料 

 
車両関係費 

 
福利厚生費 

 

旅費交通費 
 

通信費 

 

広告宣伝費 

 

保険料 
 

交際費 

 

租税公課 

 
医業貸倒損失 

 

貸倒引当金繰入額 

 

研究・研修費 

 

 

 

 

 

 
 

 

給料、賞与、退職金、法定福利費（通勤手当は課税） 

 
 

すべて非課税 
（減価償却資産の購入代金は、購入時に一括して課税） 

 

 
すべて非課税 

 

固定資産税、都市計画税等の租税公課 
 

すべて非課税 

 
自動車損害賠償責任保険料、自動車税 

 
慶弔費、団体生命保険料 
 

海外渡航費、滞在費 
 

国際通信、国際郵便料金 

 

プリペイドカード等の購入費 

 

すべて非課税 
 

慶弔費、餞別などの現金支出、商品券・ビール券等の購入費 

 

すべて非課税 

 
すべて非課税 

 

すべて非課税 

 

薬剤師等に支給する研究助成金（一種の特別手当として給与等に

該当する場合） 
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利子割引料、有価証券

売却損、医業外貸倒損

失、貸倒引当金医業外

繰入額 

 

調剤費減免額 
 

固定資産売却損、固定

資産除却損、災害損失 

 

 雑費 
 

 

第５ 設備投資額 

 

すべて非課税 

 

 

 

 

保険調剤に関する免除額 
 

すべて非課税 

 

 

行政手数料、寄付金 
 

 

土地の取得額 

 

 























計算用  

  (当票は計算用に使用してください。提出の必要はありません。) 

 

 

 

保険薬局調査票 記入補助票 

 

(調査票「第２ 損益」の「その他の経費」) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

この票は、調査票「第２ 損益」の「Ⅲ 費用」の「５ 

その他の経費」欄を記入する際に、ご活用ください。 

なお、この票はご提出いただく必要はありません。 



計算用 

（当票は計算用に使用してください。提出の必要はありません。） 

 

○この用紙は、調査票「第２ 損益」の「Ⅲ 費用」の「５ その他の経費」の㉖～㉞欄及び㊾～○57欄を計算す

る際に、ご活用ください。 

「その他の経費」記入補助票 

 

 

（単位：円）

科 目 金額（令和６年３月末までの事業年（度）） 金額（令和７年3月末までの事業年（度））

福 利 厚 生 費 (1)
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (2)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (3)

旅 費 交 通 費 (4)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (5)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (6)

職 員 被 服 費 (7) ○

通 信 費 (8)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (9)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (10)

広 告 宣 伝 費 (11) ○

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (12)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (13)

消 耗 品 費 (14) ○

消 耗 器 具 備 品 費 (15) ○

車 両 費 (16)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (17)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (18)

会 議 費 (19) ○

修 繕 費 (20) ○

賃 借 料
（ 土 地 ・ 建 物 ・ 設 備 機 器 ・

調 剤 用 機 器 賃 借 料 を 除 く ）

(21)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (22)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (23)

土 地 賃 借 料 (24) ＊

建 物 賃 借 料 (25) ○

設 備 機 器 賃 借 料 (26) ○

（ う ち ） 調 剤 用 機 器 賃 借 料 (27) ○

水 道 光 熱 費 (28) ○

公 募 要 件 等 に 基 づ く 経 費 (29)

損 害 保 険 料 (30) ＊

交 際 費 (31)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (32)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (33)



 

(注 1) 土地賃借料(24)を保険薬局調査票「第２ 損益」の㉗欄及び㊿欄に転記してください。 

(注 2) 建物賃借料(25)を保険薬局調査票「第２ 損益」の㉘欄及び○51欄に転記してください。 

(注 3) 設備機器賃借料(26)を保険薬局調査票「第２ 損益」の㉙欄及び○52欄に転記してください。 

(注 4) （うち）調剤用機器賃借料(27)を保険薬局調査票「第２ 損益」の㉚欄及び○53欄に転記してください。 

(注 5) 水道光熱費(28)を保険薬局調査票「第２ 損益」の㉛欄及び○54欄に転記してください。 

(注 6) 算定している調剤基本料が特別調剤基本料 Aの場合のみ公募要件等に基づく経費（29）を記入のうえ、保

険薬局調査票「第２ 損益」の㉜欄及び○55欄に転記してください。 

(注 7) 合計(61)を保険薬局調査票「第２ 損益」の㉖欄及び㊾欄に転記してください。 

(注 8) ○の科目は、一般的にすべて消費税課税対象となります。 

(注 9) *の科目は、一般的にすべて消費税非課税となります。 

（単位：円）

科 目 金額（令和６年３月末までの事業年（度）） 金額（令和７年３月末までの事業年（度））

諸 会 費 (34) ＊
　億 百万 　千 　円 　億 百万 　千 　円

租 税 公 課
（ 法 人 税 ・ 所 得 税 ・ 住 民 税 を 除 く ）

(35) ＊

医 業 貸 倒 損 失 (36) ＊

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 (37) ＊

研 究 費 ・ 研 修 費 (38)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (39)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (40)

本 部 費 配 賦 額 (41)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (42)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (43)

利 子 割 引 料 (44) ＊

有 価 証 券 売 却 損 (45) ＊

患 者 外 給 食 用 材 料 費 (46) ○

調 剤 費 減 免 額 (47)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (48)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (49)

医 業 外 貸 倒 損 失 (50) ＊

貸 倒 引 当 金 医 業 外 繰 入 額 (51) ＊

固 定 資 産 売 却 損 (52) ＊

固 定 資 産 除 却 損 (53) ＊

災 害 損 失 (54) ＊

雑 費 (55)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (56)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (57)

そ の 他 (58)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (59)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (60)

合 計 (61)

（ うち ） 消費税課税対象 費用 (62)

（ う ち ） 消 費 税 非 課 税 費 用 (63)



ホームページ

URLのご案内

調査票到着時より、ご利用・閲覧可能です。

ID・パスワード

ホームページの利用方法等のご案内
第25回 医療経済実態調査（医療機関等調査）

このたび、「第25回 医療経済実態調査（医療機関等調査）」のホームページを
開設しましたので、調査票の回答・提出における利用方法についてご案内申し上げます。

https://www.jiccho2025.jp

※ バージョンの古いOS（Microsoft Windows XP、Windows Vista等）やWebブラウザ（Internet 
Explorer 10等）をお使いの場合、本ホームページにアクセスできない可能性がございます。閲覧できな
い等、ご不明な点がございましたら裏面に記載のフリーダイヤルへご連絡ください。

本ホームページをご利用する際、必要となる
ID及びパスワード

ホームページの内容

裏面もご覧ください

（１）医療経済実態調査について
（２）よくあるご質問
（３）電子調査票（Excel版）の取得、提出
（４）電子調査票（Web版）の利用

インターネットブラウザに上記URLを入力ください。
ご利用に際し、ID・パスワードの入力が必要となります。

本書に同封の調査票（冊子）の表紙下部に記載
されております。

abe-yuuta
テキストボックス
別添５



本ホームページを利用して、電子調査票（Excel版、Web版いずれか）によりご回答
いただく手順は以下の通りです。

0120-135-070

0120-135-071

厚生労働省
医療経済実態調査事務局

フリーダイヤル

https://www.jiccho2025.jp

info@jiccho2025.jp

9:00

月曜日～金曜日
(祝日を除く)

17:00

フリーダイヤル

フリーダイヤルFAX

本調査に関するご質問等ございましたら、調査票をご用意いただき、下記事務局まで
お問い合わせください。

③ 電子調査票の取得
（本ホームページからダウンロード）

③ 電子調査票Web版にアクセス

Web版Excel版

※ セキュリティを維持するため、通信方法はTLS1.3（またはTLS1.2）による暗号化通信を設定しております。同設定により通信を
盗聴・改ざん・なりすましから守ります。

https://www.jiccho2025.jp本調査のホームページにログイン

④ 回答 ④ 回答

⑤ 提出（本ホームページにアップロード） ⑤ 提出（本ホームページ内にて登録）

厚生労働省ホームページにおける本調査のご案内

詳細は、同封の「電子調査票のご利用ガイド」をご覧ください。

令和7年7月18日（金）

https://www.mhlw.go.jp/topics/2025/05/tp0531-1.html
「第25回医療経済実態調査（医療機関等調査）について」

参照

調査票の提出方法

調査票の提出期限

（ダウンロードした電子調査票に入力） （本ホームページ内で回答を入力）

（本ホームページ内でアクセス）

①

② いずれかを選択

電子調査票がご利用いただけない場合のみ、同封の調査票（冊子）に直接ご記入いただき、
同封の返信用封筒でご返送ください。

以下URLからご案内しております。〔調査票到着時より、閲覧可能です。〕



第25回 医療経済実態調査（医療機関等調査）

電子調査票のご利用ガイド
本ご利用ガイドでは、電子調査票によりご回答いただく際の手順をご案内いたします。

※ セキュリティを維持するため、通信方法はTLS1.3(またはTLS1.2) による暗号化通信を設定しております。
※ バージョンの古いOS（Microsoft Windows XP、Windows Vista等）やWebブラウザ（Internet Explorer 10等）

をお使いの場合、本ホームページにアクセスできない可能性がございます。誠に恐れ入りますがホームページへアク
セスできない場合で、電子調査票（Excel版）での回答をご希望の方は、以下のフリーダイヤルへご連絡ください。

電子調査票のご利用手順は P.2以降 からご説明いたします。

0120-135-070

0120-135-071

フリーダイヤル

9:00

月曜日～金曜日
(祝日を除く)

17:00

医療経済実態調査事務局

https://www.jiccho2025.jp

info@jiccho2025.jp

■電子調査票ご利用のメリット

Web版

Excel版

フリーダイヤル

フリーダイヤルFAX

■電子調査票の種類

記入要領が画面上に表示されるため、冊子を見なくても入力可能。
合計欄は自動計算されるので、手間が省ける。
記入漏れや間違いが表示されるため、後で確認する手間が省ける。

隙間時間を使い、回答を進めていくことができる。

各種入力補助機能を搭載

一時保存機能

1

電子調査票のご利用に関しましてご不明な点等がございましたら、調査票画面をお手元にご準備
いただき、下記事務局までお問い合わせください。

厚 生 労 働 省

Web版Excel版 手軽さと共有の利便性Excelを使い慣れている

どちらかお選びください。

Excel版は馴染みのある環境で入力
可能。

専用ソフト不要で、インターネット
接続があれば利用可能。
遠隔地からの共有が容易。

Microsoft Office デスクトップアプリ版の
ご利用を推奨します

人事・医事部門など異なる部門間で回答を進めることができる。複数人でアクセス可

abe-yuuta
テキストボックス
別添６



調査票 表紙

調査対象施設専用の
ホームページへのアクセス（ログイン）

① インターネットブラウザに次のURLを入力してください。

② 上記のURLを入力すると、以下のようなログイン画面が表示されます。

① IDおよびパスワードを正しく入力すると、以下の画面が表示されます。ご利用を希

望される電子調査票いずれかを選択し、ボタンをクリックしてください。

ホームページ ログイン画面

IDとパスワードを入力

※すべて半角の英数字です。

01

電子調査票の選択02

Excel版

P.3 

P.4 

共通Excel版 Web版

https://www.jiccho2025.jp
※ 本ホームページは調査票到着時よりご利用・閲覧が可能です。

③ 本書に同封の調査票（冊子）の表示下部に記載されている「ID」及び「パスワード」

を入力します。

Web版

④ 「ログイン」ボタンをクリックしてください。

※調査対象施設毎のIDとパスワードは調査票にのみ、記載しております。

へ

へ

2

ID

パスワード

ホームページや電子調査票をご利用する際、必要となるID及びパスワードは次のとおりです。

ID： パスワード：



Web版

① 調査票Web版を選択された場合、最初に記入者情報を登録します。

① 回答を実施し、画面下部にある確

定ボタンを押すと、入力値に対す

るエラーが表示される場合がござ

います。

① 全ての項目に回答したら、確定・提出ボタンを押して

ください。

調査対象施設専用の
ホームページへのアクセス（ログイン）W1

② 記入者情報登録後、調査項目へのご回答が行えるようになります。

※ ご回答の内容を紙面にて管理されたい場合、
Webブラウザの印刷機能をご利用ください。

調査票Web版の提出方法は以上です。ご協力ありがとうございました。

調査票Ｗｅｂ版の提出W3

エラー対処W2

② 表示されたエラーに従い、入力値の見直しと修

正をし、再度確定ボタンを押してください。

3



調査対象施設専用の
ホームページへのアクセス（ログイン）

① 「ステップ１」のボタンをクリックしてください。

② 左記の画面が表示されます。

「高機能版（Excelマクロ含

む）をダウンロード」をクリ

ックしてください。

次ページに続きます。

Excel版

④ 左記の画面が表示されます。例

として「デスクトップ」に保存

する場合をご説明しています。

※ 電子調査票を保存した場所を忘れてしまうと再度ダウンロードが必要になります。保存場所を忘れない
ようにご注意ください。

E1

「保存(S)」

をクリック

4

電子調査票を

保存する場所を指定

してから

③ 左の画面が出た場合は「名前を付けて保存」をク

リックしてください。
電子調査票_H〇〇〇〇〇.xlsxで行う操作を選んでください。電子調査票_H〇〇〇〇〇.xlsxで行う操作を選んでください。



調査票Ｅｘｃｅｌ版によるご回答
（ファイルに入力）

① Ｅ１で保存した電子調査票のファイルを開き、本調査に対するご回答を入力してく

ださい。入力箇所の色はエラーなどの内容により変化します。

E2

Excel版

② 入力後は忘れずにExcelファイルの保存を行ってください。

③ 入力した項目に、記入漏れや入力間違いなどのエラーが発生していないか以下の手

順を実施後、調査票を提出してください。

Excelのマクロが

有効 無効

1. 「表紙」シートの右上に表示されている

「入力内容の確認ボタン」をクリックし

ます。

2. 未入力や入力間違いなどの項目が一覧表

示されます。入力項目をクリックすると

入力箇所に遷移しますので入力した内容

をご確認ください。

3. 再度「入力内容の確認ボタン」をクリッ

クして一覧に項目表示が無くなれば入力

完了です。

1. 入力項目の右側に、未入力や入力間違い

などの確認内容が表示されますので、内

容をご確認ください。

2. すべての入力項目に確認内容が表示され

なくなれば入力完了です。

※ エラーや入力間違いなどの表示が無い場合でも、事務局から回答内容の照会をさせていただくことが
あります。

次ページに続きます。

5



調査票Ｅｘｃｅｌ版の提出
（ホームページからアップロード）

① 「ステップ２」のボタンをクリックしてください。

③ 左記画面のように、画面が表示され

ます。記入済みの電子調査票ファイ

ルを選択して、「開く」をクリック

してください。以下では「デスクト

ップ」に保存されたファイルを選択

する場合をご説明しています。

⑤「提出する」をクリックしてください。

E3

Excel版

② 上記画面が表示されます。「記入済みの電子調査票の選択」をクリックしてください。

調査票Excel版の提出方法は以上です。ご協力ありがとうございました。

④ 右記画面のように、選択した電子調

査票のファイル名が表示されますの

で間違いがないかご確認ください。

間違ったファイルを選択した場合は

②からファイルを選択し直すことが

できます。

6

アップロードするファイルの選択
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第２４回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告 

（令和５年１１月２４日公表）の概要 
 

 

１．調査の概要 

 

（１）調査の目的 

この調査は、病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局における医業経営等の実態を明ら

かにし、社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的として、中央社会保険医療

協議会が実施したものである。 

 

（２）調査の対象及び客体 

 社会保険による診療を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療所及び保

険調剤を行っている全国の保険薬局のうち１ヶ月の調剤報酬明細書の取扱件数が３ ０ ０

件以上の薬局を対象とし、これらの医療機関等を、地域別等に層化し、次の抽出率で無作為に

抽出した施設を調査客体とした。 

     なお、特定機能病院、歯科大学病院、こども病院及び専門医療機関連携薬局については、別

途、全ての施設を調査客体とした。 

 

病 院 １／ ３   
一般診療所 １／１５ 
歯科診療所 １／５０ 
保 険 薬 局 １／２５ 

 

（３）有効回答数、有効回答率 

 ＜年度＞ 

 
調査対象 

施設数 
有効回答数（有効回答率） 

 （参考）前回調査の 

有効回答数、有効回答率 

病 院 ２，３７７ １,１３９ （４７.９％） 

 

１，２１８ (５２．８％) 

一般診療所 ４，２５０ ２,２７２ （５３.５％） １，７０６ (５４．８％) 

歯科診療所 １，０９０ ５８７ （５３.９％） ６２５ (５８．７％) 

保 険 薬 局 １，９１９ １,０３６ （５４.０％） ９０４（４７．８％) 

 ※保険薬局の有効回答率・回答施設数には、専門医療機関連携薬局は含めていない。 

 

（４）調査の時期 

   令和４年４月から令和５年３月末までに終了した事業年（度）（以下「前年（度）」という。）

及び令和３年４月から令和４年３月末までに終了した事業年（度）（以下「前々年（度）」とい

う。）の２期間について調査した。 

  

abe-yuuta
テキストボックス
別添７
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２．集計結果 

 

（１）１施設あたりの損益状況（年度） 

 

① 一般病院  
 
（注１）医業･介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の病院の集計である(特定機能病院等は含まない)。 

（注２）「Ⅰ 医業収益」には、「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」は含まれていない。 

（注３）「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」には、従業員向け慰労金は含まれていない。 

（注４）「構成比率」は、「Ⅰ 医業収益」と「Ⅱ 介護収益」を合算した金額に対する割合である。 

（注５）一般病院の「Ⅰ医業収益」には、水道光熱費の高騰に対する医療機関向けの補助金については 

含まれておらず、当資料に記載はないが、「その他の医業・介護関連収益」に含まれている。 

 

（全体） 報告書 p12                       （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 3,287,561 3,357,213 99.8 99.8 2.1 

Ⅱ 介護収益 7,632 6,520 0.2 0.2 ▲14.6 

Ⅲ 医業・介護費用 3,477,120 3,587,973 105.5 106.7 3.2 

 （うち）水道光熱費 58,871 77,804 1.8 2.3 32.2 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲181,927 ▲224,240 ▲5.5 ▲6.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 121,271 47,609 3.7 1.4 － 

施設数 703 

平均病床数 172 172 － 
 
（注）「全体」とは、医療法人、国公立のほか、公的（日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険

団体連合会）、社会保険関係法人（健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組

合）、個人などを含む全体である。 

 

（医療法人） 報告書 p10                         （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 1,917,065 1,951,357 99.6 99.7 1.8 

Ⅱ 介護収益 7,204 5,327 0.4 0.3 ▲26.1 

Ⅲ 医業・介護費用 1,928,198 1,982,164 100.2 101.3 2.8 

 （うち）水道光熱費 31,963 41,256 1.7 2.1 29.1 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲3,928 ▲25,480 ▲0.2 ▲1.3 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 79,177 63,997 4.1 3.3 － 

施設数 382 

平均病床数 129 128 － 
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（国立） 報告書 p10                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 4,857,148 4,985,192 99.9 99.9 2.6 

Ⅱ 介護収益 3,190 3,500 0.1 0.1 9.7 

Ⅲ 医業・介護費用 5,249,821 5,421,575 108.0 108.7 3.3 

 （うち）水道光熱費 111,459 159,831 2.3 3.2 43.4 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲389,482 ▲432,883 ▲8.0 ▲8.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 493,794 194,853 10.2 3.9 － 

施設数 20 

平均病床数 270 268 － 
 
（注）「国立」とは、国、独立行政法人国立病院機構、国立大学法人、独立行政法人労働者健康安全機構、国立高度

専門医療研究センター、独立行政法人地域医療機能推進機構である。 

 

（公立） 報告書 p10                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 4,088,594 4,200,770 99.9 99.9 2.7 

Ⅱ 介護収益 4,210 4,121 0.1 0.1 ▲2.1 

Ⅲ 医業・介護費用 4,893,051 5,043,372 119.6 119.9 3.1 

 （うち）水道光熱費 82,278 113,574 2.0 2.7 38.0 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲800,247 ▲838,481 ▲19.6 ▲19.9 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 ▲168,375 ▲299,294 ▲4.1 ▲7.1 － 

施設数 122 

平均病床数 196 194 － 
 

（注）「公立」とは、都道府県立、市町村立、地方独立行政法人立病院である。 
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（公的） 報告書 p11                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 9,171,066 9,351,054 99.8 99.8 2.0 

Ⅱ 介護収益 20,630 18,223 0.2 0.2 ▲11.7 

Ⅲ 医業・介護費用 9,492,891 9,906,494 103.3 105.7 4.4 

 （うち）水道光熱費 165,506 205,457 1.8 2.2 24.1 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲301,195 ▲537,217 ▲3.3 ▲5.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 754,092 410,100 8.2 4.4 － 

施設数 43 

平均病床数 357 356 － 
 

（注）「公的」とは、日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険団体連合会である。 

 

（その他） 報告書 p11                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 4,354,704 4,446,388 99.8 99.8 2.1 

Ⅱ 介護収益 9,092 9,446 0.2 0.2 3.9 

Ⅲ 医業・介護費用 4,403,736 4,536,847 100.9 101.8 3.0 

 （うち）水道光熱費 72,202 96,218 1.7 2.2 33.3 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲39,939 ▲81,014 ▲0.9 ▲1.8 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 244,393 182,041 5.6 4.1 － 

施設数 126 

平均病床数 201 201 － 
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〔参考〕（国公立を除く全体） 報告書 p13             （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 3,057,404 3,115,727 99.7 99.8 1.9 

Ⅱ 介護収益 8,535 7,150 0.3 0.2 ▲16.2 

Ⅲ 医業・介護費用 3,106,002 3,206,100 101.3 102.7 3.2 

 （うち）水道光熱費 51,905 67,101 1.7 2.1 29.3 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲40,062 ▲83,223 ▲1.3 ▲2.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 170,979 117,800 5.6 3.8 － 

施設数 561 

平均病床数 164 163 － 

 

〔参考〕（国公立） 報告書 p13                   （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 4,196,841 4,311,252 99.9 99.9 2.7 

Ⅱ 介護収益 4,067 4,034 0.1 0.1 ▲0.8 

Ⅲ 医業・介護費用 4,943,300 5,096,640 117.7 118.1 3.1 

 （うち）水道光熱費 86,388 120,089 2.1 2.8 39.0 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲742,393 ▲781,355 ▲17.7 ▲18.1 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 ▲75,112 ▲229,696 ▲1.8 ▲5.3 － 

施設数 142 

平均病床数 206 204 － 
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〔参考〕 （全体）開設者別施設数に基づく加重平均 報告書 p32    （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 2,827,128 2,885,278 99.7 99.8 2.1 

Ⅱ 介護収益 7,248 5,910 0.3 0.2 ▲18.5 

Ⅲ 医業・介護費用 2,966,987 3,059,043 104.7 105.8 3.1 

 （うち）水道光熱費 50,501 66,683 1.8 2.3 32.0 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲132,611 ▲167,855 ▲4.7 ▲5.8 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 109,462 50,867 3.9 1.8 － 
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［新型コロナウイルス感染症に関する重点医療機関・協力医療機関等の指定状況別］ 
 

（重点医療機関）報告書 p380                （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 6,401,146 6,591,625 99.8 99.8 3.0 

Ⅱ 介護収益 10,674 9,921 0.2 0.2 ▲7.1 

Ⅲ 医業・介護費用 6,913,074 7,179,623 107.8 108.8 3.9 

 （うち）水道光熱費 110,718 147,466 1.7 2.2 33.2 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲501,254 ▲578,077 ▲7.8 ▲8.8 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 353,850 178,520 5.5 2.7 － 

施設数 227 

平均病床数 271 269 － 
 
（注）「重点医療機関」とは、都道府県の指定を受け、新型コロナウイルス感染症患者専用の病院や病棟を設定する

医療機関である。 

 

 

（協力医療機関）報告書 p380               （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 2,574,665 2,598,682 99.7 99.7 0.9 

Ⅱ 介護収益 7,579 7,901 0.3 0.3 4.2 

Ⅲ 医業・介護費用 2,666,339 2,747,326 103.3 105.4 3.0 

 （うち）水道光熱費 48,898 66,637 1.9 2.6 36.3 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲84,096 ▲140,743 ▲3.3 ▲5.4 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 43,830 ▲20,550 1.7 ▲0.8 － 

施設数 99 

平均病床数 157 156 － 
 
 （注）「協力医療機関」とは、都道府県の指定を受け、新型コロナウイルス感染症患者としての確定診断がつくまで

の間、新型コロナ疑い患者専用の個室を設定して当該患者を受け入れ、必要な救急医療等を提供する医療機関

である。 
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（受入病床を割り当てられたその他の医療機関） 報告書 p380 （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 2,477,845 2,502,821 99.7 99.7 1.0 

Ⅱ 介護収益 6,717 6,568 0.3 0.3 ▲2.2 

Ⅲ 医業・介護費用 2,483,427 2,539,750 100.0 101.2 2.3 

 （うち）水道光熱費 45,759 59,250 1.8 2.4 29.5 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 1,135 ▲30,361 0.0 ▲1.2 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 52,257 28,007 2.1 1.1 － 

施設数 52 

平均病床数 150 149 － 
 
（注）「受入病床を割り当てられたその他の医療機関」とは、「重点医療機関」及び「協力医療機関」以外で新型コロ

ナウイルス感染症患者・疑い患者受入病床を割り当てられた医療機関である。 

 

 

 

（受入病床を割り当てられていない医療機関）報告書 p381   （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 1,716,617 1,729,068 99.5 99.7 0.7 

Ⅱ 介護収益 8,580 5,234 0.5 0.3 ▲39.0 

Ⅲ 医業・介護費用 1,736,920 1,766,710 100.7 101.9 1.7 

 （うち）水道光熱費 32,119 41,350 1.9 2.4 28.7 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲11,723 ▲32,408 ▲0.7 ▲1.9 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 1,641 ▲15,248 0.1 ▲0.9 － 

施設数 178 

平均病床数 128 128 － 
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［新型コロナウイルス感染症クラスター発生別］ 

 

（新型コロナウイルス感染症クラスター発生あり） 

 報告書 p416                         （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 3,601,630 3,678,892 99.8 99.8 2.1 

Ⅱ 介護収益 8,734 7,577 0.2 0.2 ▲13.2 

Ⅲ 医業・介護費用 3,774,742 3,898,362 104.6 105.7 3.3 

 （うち）水道光熱費 63,793 83,892 1.8 2.3 31.5 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲164,378 ▲211,893 ▲4.6 ▲5.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 151,394 72,249 4.2 2.0 － 

施設数 575 

平均病床数 188 188 － 
 
（注）「新型コロナウイルス感染症クラスター発生あり」とは、令和５年３月３１日までに、新型コロナウイルス感

染症における、いわゆるクラスターが発生した医療機関である。 

 

（新型コロナウイルス感染症クラスター発生なし） 

 報告書 p416                         （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 1,876,703 1,912,170 99.9 99.9 1.9 

Ⅱ 介護収益 2,683 1,771 0.1 0.1 ▲34.0 

Ⅲ 医業・介護費用 2,140,148 2,193,647 113.9 114.6 2.5 

 （うち）水道光熱費 36,758 50,457 2.0 2.6 37.3 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲260,762 ▲279,706 ▲13.9 ▲14.6 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 ▲14,050 ▲63,078 ▲0.7 ▲3.3 － 

施設数 128 

平均病床数 100 100 － 
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② 精神科病院  

 
（注１）医業･介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の病院の集計である(特定機能病院等は含まない)。 

（注２）「Ⅰ 医業収益」には、「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」は含まれていない。 

（注３）「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」には、従業員向け慰労金は含まれていない。 

（注４）「構成比率」は、「Ⅰ 医業収益」と「Ⅱ 介護収益」を合算した金額に対する割合である。 

（注５）精神科般病院の「Ⅰ医業収益」には、水道光熱費の高騰に対する医療機関向けの補助金については含まれて 

おらず、当資料に記載はないが、「その他の医業・介護関連収益」に含まれている。 

 

（全体） 報告書 p14                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 1,362,324 1,376,833 100.0 100.0 1.1 

Ⅱ 介護収益 86 80 0.0 0.0 ▲7.0 

Ⅲ 医業・介護費用 1,403,888 1,431,415 103.0 104.0 2.0 

 （うち）水道光熱費 38,709 48,930 2.8 3.6 26.4 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） ▲41,477 ▲54,502 ▲3.0 ▲4.0 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 ▲22,416 ▲22,533 ▲1.6 ▲1.6 － 

施設数 163 

平均病床数 230 228 － 
 
（注）「全体」とは、医療法人、国公立のほか、公的（日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険

団体連合会）、社会保険関係法人（健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組

合）、個人などを含む全体である。 

 

〔参考〕（国公立を除く全体） 報告書 p15             （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 1,339,434 1,355,885 100.0 100.0 1.2 

Ⅱ 介護収益 92 85 0.0 0.0 ▲7.6 

Ⅲ 医業・介護費用 1,326,242 1,351,088 99.0 99.6 1.9 

 （うち）水道光熱費 37,197 46,607 2.8 3.4 25.3 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 13,284 4,882 1.0 0.4 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 26,212 28,278 2.0 2.1 － 

施設数 153 

平均病床数 226 225 － 
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③ 一般診療所  
（注１）調査に回答した青色申告者を含まない医療機関の集計である。 

（注２）本資料における「Ⅰ 医業収益」には、「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」は含まれておらず、金額

及び構成比率については、報告書の「Ⅰ' (参考)「新型コロナウイルス感染症関連の補助金（従業員向け慰

労金を除く）」を除いた医業収益」の数値を用いている。 

（注３）「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」には、従業員向け慰労金は含まれていない。 

（注４）本資料における「Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ）」の金額及び構成比率は、報告書の「（参考）新型コロナウイ

ルス感染症関連の補助金（従業員向け慰労金を除く）を除いた損益差額」の数値を用いており、本資料にお

ける「新型コロナウイルス感染症関連の補助金を含めた損益差額」の金額及び構成比率は、報告書の「Ⅳ 

損益差額」の数値を用いている。 

（注５）「構成比率」は、報告書の「Ⅰ'(参考)「新型コロナウイルス感染症関連の補助金(従業員向け慰労金を除

く)」を除いた医業収益」と「Ⅱ 介護収益」を合算した金額に対する割合である。 

 

〔全体（入院診療収益あり及び入院診療収益なし）〕 

（個人） 報告書 p24                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 90,926 95,768 99.7 99.7 5.3 

Ⅱ 介護収益 247 248 0.3 0.3 0.4 

Ⅲ 医業・介護費用 63,977 65,316 70.2 68.0 2.1 

 （うち）水道光熱費 883 1,051 1.0 1.1 19.0 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 27,197 30,700 29.8 32.0 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 29,567 31,909 32.4 33.2 － 

施設数 552 

（注）個人立の一般診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以

上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。 

 

（医療法人） 報告書 p25                         （単位：千円、％） 

 

金額 構成比率 金額の 

伸び率 

前年度 
前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 177,683 184,850 96.9 97.0 4.0 

Ⅱ 介護収益 5,757 5,766 3.1 3.0 0.2 

Ⅲ 医業・介護費用 170,331 174,833 92.9 91.7 2.6 

 （うち）水道光熱費 2,122 2,462 1.2 1.3 16.0 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 13,109 15,783 7.1 8.3  

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 15,935 18,442 8.7 9.7  

施設数 1,332 
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〔入院診療収益あり〕 

 

（個人） 報告書 p24                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 268,820 269,993 98.0 98.2 0.4 

Ⅱ 介護収益 5,391 5,031 2.0 1.8 ▲6.7 

Ⅲ 医業・介護費用 210,766 219,654 76.9 79.9 4.2 

 （うち）水道光熱費 3,769 4,402 1.4 1.6 16.8 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 63,444 55,369 23.1 20.1 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 69,401 56,366 25.3 20.5 － 

施設数 11 
 
（注）個人立の一般診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以

上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。 

 

（医療法人） 報告書 p25                         （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 417,288 416,625 95.7 95.7 ▲0.2 

Ⅱ 介護収益 18,726 18,513 4.3 4.3 ▲1.1 

Ⅲ 医業・介護費用 408,111 414,896 93.6 95.3 1.7 

 （うち）水道光熱費 6,852 8,059 1.6 1.9 17.6 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 27,903 20,242 6.4 4.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 32,148 24,712 7.4 5.7 － 

施設数 115 
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〔入院診療収益なし〕 

 

（個人） 報告書 p24                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 87,309 92,226 99.8 99.8 5.6 

Ⅱ 介護収益 142 150 0.2 0.2 5.6 

Ⅲ 医業・介護費用 60,992 62,178 69.7 67.3 1.9 

 （うち）水道光熱費 824 983 0.9 1.1 19.3 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 26,460 30,198 30.3 32.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 28,758 31,411 32.9 34.0 － 

施設数 541 
 
（注）個人立の一般診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以

上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。 

 

（医療法人） 報告書 p25                         （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 155,041 162,949 97.2 97.3 5.1 

Ⅱ 介護収益 4,532 4,561 2.8 2.7 0.6 

Ⅲ 医業・介護費用 147,862 152,149 92.7 90.8 2.9 

 （うち）水道光熱費 1,675 1,933 1.0 1.2 15.4 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 11,711 15,361 7.3 9.2 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 14,403 17,849 9.0 10.7 － 

施設数 1,217 
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［新型コロナウイルス感染症に関する診療・検査医療機関の指定状況］ 

 

（指定されている（医療法人）） 報告書 p437           （単位：千円、％）  

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 176,761 189,136 95.6 95.8 7.0 

Ⅱ 介護収益 8,213 8,217 4.4 4.2 0.0 

Ⅲ 医業・介護費用 171,486 178,200 92.7 90.3 3.9 

 （うち）水道光熱費 2,134 2,487 1.2 1.3 16.5 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 13,488 19,153 7.3 9.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 18,083 23,885 9.8 12.1 － 

施設数 641 
 
（注）「診療・検査医療機関」とは、都道府県の指定を受け、発熱患者の外来診療・検査体制を確保している医療機

関である。 

 

（指定されていない（医療法人）） 報告書 p437          （単位：千円、％）   

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 178,538 180,875 98.1 98.1 1.3 

Ⅱ 介護収益 3,478 3,492 1.9 1.9 0.4 

Ⅲ 医業・介護費用 169,259 171,710 93.0 93.1 1.4 

 （うち）水道光熱費 2,111 2,438 1.2 1.3 15.5 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 12,757 12,657 7.0 6.9 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 13,942 13,392 7.7 7.3 － 

施設数 691 
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④ 歯科診療所  
（注１）調査に回答した青色申告者を含まない医療機関の集計である。 

（注２）本資料における「Ⅰ 医業収益」には、「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」は含まれておらず、金額

及び構成比率については、報告書の「Ⅰ' (参考)「新型コロナウイルス感染症関連の補助金（従業員向け慰

労金を除く）」を除いた医業収益」の数値を用いている。 

（注３）「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」には、従業員向け慰労金は含まれていない。 

（注４）本資料における「Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ）」の金額及び構成比率は、報告書の「（参考）新型コロナウイ

ルス感染症関連の補助金（従業員向け慰労金を除く）を除いた損益差額」の数値を用いており、本資料にお

ける「新型コロナウイルス感染症関連の補助金を含めた損益差額」の金額及び構成比率は、報告書の「Ⅳ 

損益差額」の数値を用いている。 

（注５）「構成比率」は、報告書の「Ⅰ'(参考)「新型コロナウイルス感染症関連の補助金(従業員向け慰労金を除

く)」を除いた医業収益」と「Ⅱ 介護収益」を合算した金額に対する割合である。 

 

（個人） 報告書 p28                       （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 47,518 47,043 99.5 99.6 ▲1.0 

Ⅱ 介護収益 217 213 0.5 0.5 ▲1.8 

Ⅲ 医業・介護費用 34,979 35,023 73.3 74.1 0.1 

 （うち）水道光熱費 666 750 1.4 1.6 12.6 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 12,757 12,232 26.7 25.9 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 13,196 12,380 27.6 26.2 － 

施設数 281 
 
（注）個人立の歯科診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以

上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。 

 

（医療法人） 報告書 p28                     （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 医業収益 108,199 110,500 99.5 99.5 2.1 

Ⅱ 介護収益 559 584 0.5 0.5 4.5 

Ⅲ 医業・介護費用 99,000 101,729 91.0 91.6 2.8 

 （うち）水道光熱費 992 1,119 0.9 1.0 12.8 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 9,759 9,356 9.0 8.4 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 10,412 9,623 9.6 8.7 － 

施設数 148 
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⑤ 保険薬局  
（注１）本資料における「Ⅰ 収益」には、「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」は含まれておらず、金額及び

構成比率については、報告書の「Ⅰ' (参考)「新型コロナウイルス感染症関連の補助金（従業員向け慰労金

を除く）」を除いた収益」の数値を用いている。 

（注２）「新型コロナウイルス感染症関連の補助金」には、従業員向け慰労金は含まれていない。 

（注３）本資料における「Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ）」の金額及び構成比率は、報告書の「（参考）新型コロナウイ

ルス感染症関連の補助金（従業員向け慰労金を除く）を除いた損益差額」の数値を用いており、本資料にお

ける「新型コロナウイルス感染症関連の補助金を含めた損益差額」の金額及び構成比率は、報告書の「Ⅳ 

損益差額」の数値を用いている。 

（注４）「処方せん枚数」とは、１年間の１施設あたりの平均処方せん枚数である。 

（注５）「構成比率」は、報告書の「Ⅰ'(参考)「新型コロナウイルス感染症関連の補助金(従業員向け慰労金を除

く)」を除いた収益」と「Ⅱ 介護収益」を合算した金額に対する割合である。 

 

（個人）  報告書 p29                      （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 69,283 69,566 99.8 99.7 0.4 

Ⅱ 介護収益 173 221 0.2 0.3 27.7 

Ⅲ 費用 62,210 61,955 89.6 88.8 ▲0.4 

 （うち）水道光熱費 325 372 0.5 0.5 14.5 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 7,246 7,832 10.4 11.2 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 7,606 7,923 11.0 11.4 － 

施設数 42 

処方せん枚数 8,897 9,085 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 158 

（注）個人立の保険薬局の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上

の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。 
 

（法人）  報告書ｐ29                     （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 278,727 285,315 99.7 99.7 2.4 

Ⅱ 介護収益 830 911 0.3 0.3 9.8 

Ⅲ 費用 263,500 270,900 94.3 94.6 2.8 

 （うち）水道光熱費 651 810 0.2 0.3 24.4 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 16,057 15,325 5.7 5.4 － 

※「新型コロナウイルス感染症関

連の補助金」を含めた損益差額 16,483 15,563 5.9 5.4 － 

施設数 1,115 

処方せん枚数 17,887 18,289 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 212 
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［法人について、同一グループの保険調剤を行っている店舗数別］  

 

（１店舗）  報告書 p229                    （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 133,866 132,157 99.0 99.0 ▲1.3 

Ⅱ 介護収益 1,307 1,320 1.0 1.0 1.0 

Ⅲ 費用 132,048 131,795 97.7 98.7 ▲0.2 

 （うち）水道光熱費 427 479 0.3 0.4 12.2 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 3,124 1,683 2.3 1.3 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 3,549 2,379 2.6 1.8 － 

施設数 48 

処方せん枚数 13,694 13,776 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 140 

 

（２～５店舗）   報告書 p229                 （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 171,149 169,337 99.3 99.2 ▲1.1 

Ⅱ 介護収益 1,190 1,302 0.7 0.8 9.4 

Ⅲ 費用 167,993 166,100 97.5 97.3 ▲1.1 

 （うち）水道光熱費 526 607 0.3 0.4 15.4 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 4,346 4,539 2.5 2.7 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 4,940 4,996 2.9 2.9 － 

施設数 317 

処方せん枚数 14,891 15,059 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 157 
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（６～１９店舗）   報告書 p229                （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 217,982 221,407 99.4 99.4 1.6 

Ⅱ 介護収益 1,314 1,399 0.6 0.6 6.5 

Ⅲ 費用 203,725 208,398 92.9 93.5 2.3 

 （うち）水道光熱費 556 644 0.3 0.3 15.8 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 15,571 14,408 7.1 6.5 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 15,953 14,606 7.3 6.6 － 

施設数 178 

処方せん枚数 17,269 17,546 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 200 

 

（２０～４９店舗）  報告書 p229                 （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 195,908 201,291 99.4 99.3 2.7 

Ⅱ 介護収益 1,125 1,373 0.6 0.7 22.0 

Ⅲ 費用 183,187 187,908 93.0 92.7 2.6 

 （うち）水道光熱費 482 560 0.2 0.3 16.2 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 13,846 14,757 7.0 7.3 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 14,175 14,900 7.2 7.4 － 

施設数 71 

処方せん枚数 17,416 17,853 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 57 
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（５０～９９店舗）  報告書 p230                 （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 244,892 245,521 99.9 99.8 0.3 

Ⅱ 介護収益 327 374 0.1 0.2 14.4 

Ⅲ 費用 226,435 228,338 92.3 92.9 0.8 

 （うち）水道光熱費 544 620 0.2 0.3 14.0 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 18,784 17,556 7.7 7.1 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 18,973 17,770 7.7 7.2 － 

施設数 38 

処方せん枚数 17,688 18,200 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 41 

 

 

（１００～１９９店舗）  報告書 p230                 （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 278,276 280,857 99.8 99.8 0.9 

Ⅱ 介護収益 464 553 0.2 0.2 19.2 

Ⅲ 費用 260,632 265,054 93.5 94.2 1.7 

 （うち）水道光熱費 633 723 0.2 0.3 14.2 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 18,109 16,356 6.5 5.8 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 18,439 16,546 6.6 5.9 － 

施設数 49 

処方せん枚数 17,704 17,540 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 95 
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（２００～２９９店舗）  報告書 p230                 （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 159,226 153,457 100.0 100.0 ▲3.6 

Ⅱ 介護収益 66 60 0.0 0.0 ▲9.1 

Ⅲ 費用 148,397 144,023 93.2 93.8 ▲2.9 

 （うち）水道光熱費 517 624 0.3 0.4 20.7 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 10,896 9,494 6.8 6.2 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 11,033 9,784 6.9 6.4 － 

施設数 30 

処方せん枚数 14,819 14,832 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 53 

 

 

（３００店舗以上）  報告書 p230                 （単位：千円、％） 

 
金額 構成比率 金額の 

伸び率 前々年度 前年度 前々年度 前年度 

Ⅰ 収益 441,855 460,169 99.9 99.9 4.1 

Ⅱ 介護収益 349 390 0.1 0.1 11.7 

Ⅲ 費用 414,357 433,991 93.7 94.2 4.7 

 （うち）水道光熱費 880 1,188 0.2 0.3 35.0 

Ⅳ 損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 27,846 26,568 6.3 5.8 － 

※「新型コロナウイルス感染症関連

の補助金」を含めた損益差額 28,231 26,609 6.4 5.8 － 

施設数 384 

処方せん枚数 21,541 22,318 － 

平均一般医薬品備蓄品目数 346 
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（２）新型コロナウイルス感染症関連の補助金（従業員向け慰労金を除く）の状況 

 

① 一般病院 

 
（注）医業･介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の病院の集計である(特定機能病院等は含まない)。 

 

 （開設者別） 報告書 p10･11･12・13       （単位：千円）   １施設あたり金額 
 前々年 前年 

全  体 303,198 271,849 

  

  

  

  

医療法人 83,106 89,477 

国立 883,276 627,736 

公立 631,873 539,188 

公的 1,055,286 947,317 

(参考)国公立を除く全体 211,041 201,024 

  

 （重点医療機関・協力医療機関等） 報告書ｐ380  （単位：千円）１施設あたり金額 
 前々年 前年 

重点医療機関 855,104 756,597 

協力医療機関 127,925 120,193 

受入病床を割り当てられたその他の

医療機関 
51,121 58,369 

受入病床を割り当てられていない医

療機関 
13,364 17,160 

 

 

② 精神科病院  

 
（注）医業･介護収益に占める介護収益の割合が２％未満の病院の集計である(特定機能病院等は含まない)。 

 

（開設者別） 報告書 p14･15          （単位：千円）１施設あたり金額 
 前々年 前年 

全  体 19,061 31,969 

(参考)国公立を除く全体 12,928 23,396 

 

 

③ 一般診療所  

 
（注）調査に回答した青色申告者を含まない医療機関の集計である。 

 

（開設者別） 報告書 p24・25         （単位：千円）１施設あたり金額 
 前々年 前年 

医療法人 2,826 2,659 

個人 2,371 1,209 

 

（診療・検査医療機関（医療法人）） 報告書 p437  （単位：千円）１施設あたり金額 
 前々年 前年 

指定されている 4,595 4,732 

指定されていない 1,185 736 
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④ 歯科診療所 

 
（注）調査に回答した青色申告者を含まない医療機関の集計である。 

 

（開設者別） 報告書 p28          （単位：千円）１施設あたり金額 
 前々年 前年 

医療法人 653 268 

個人 440 147 

 

 

⑤ 保険薬局 

 

（開設者別） 報告書 p29         （単位：千円）   １施設あたり金額 
 前々年 前年 

法人 426 238 

個人 361 91 
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（４） 職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 

 

① 一般病院  

 
（注１）「看護職員」とは、保健師、助産師、看護師、准看護師である。 

（注２）「医療技術員」とは、診療放射線技師、臨床検査技師、栄養士、理学療法士、作業療法士など医療に関わる

専門技術員（歯科衛生士及び歯科技工士は除く）である。 

 

（全体）  報告書 p298                       （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 賞与(②) ①＋② 

病院長 24,671,464 1,537,210 26,208,673 24,769,432 1,565,230 26,334,663 0.5 

医師 13,070,519 1,548,937 14,619,456 13,067,985 1,542,754 14,610,739 ▲0.1 

歯科医師 10,883,433 1,703,759 12,587,192 10,852,615 1,639,118 12,491,733 ▲0.8 

薬剤師 4,504,047 1,121,645 5,625,692 4,561,694 1,127,167 5,688,862 1.1 

看護職員 4,104,258 1,023,381 5,127,639 4,188,092 1,021,187 5,209,279 1.6 

看護補助職員 2,620,418 567,180 3,187,598 2,673,862 571,032 3,244,894 1.8 

医療技術員 3,712,278 945,539 4,657,816 3,733,871 941,754 4,675,624 0.4 

 

（医療法人）  報告書 p297                     （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 賞与(②) ①＋② 

病院長 29,722,968 321,828 30,044,796 29,897,498 315,171 30,212,670 0.6 

医師 14,609,446 520,786 15,130,232 14,492,557 492,410 14,984,967 ▲1.0 

歯科医師 10,825,092 371,455 11,196,546 10,468,808 361,313 10,830,121 ▲3.3 

薬剤師 4,373,345 869,558 5,242,903 4,412,516 873,867 5,286,383 0.8 

看護職員 3,784,192 784,825 4,569,017 3,850,298 783,082 4,633,380 1.4 

看護補助職員 2,577,191 503,984 3,081,175 2,616,867 512,452 3,129,319 1.6 

医療技術員 3,361,475 747,986 4,109,461 3,369,155 743,777 4,112,932 0.1 

 

（国立）  報告書 p296                       （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 賞与(②) ①＋② 

病院長 13,978,186 4,879,628 18,857,813 13,986,613 5,096,495 19,083,108 1.2 

医師 11,497,727 2,555,116 14,052,843 11,482,676 2,618,653 14,101,329 0.3 

歯科医師 10,165,696 2,414,700 12,580,397 10,286,012 2,455,478 12,741,489 1.3 

薬剤師 4,682,503 1,392,942 6,075,445 4,771,145 1,494,326 6,265,471 3.1 

看護職員 4,297,930 1,218,370 5,516,300 4,425,790 1,280,089 5,705,879 3.4 

看護補助職員 3,169,435 839,213 4,008,649 3,266,304 942,870 4,209,174 5.0 

医療技術員 4,294,100 1,272,105 5,566,205 4,269,451 1,301,157 5,570,609 0.1 
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（公立）  報告書 p296                        （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 賞与(②) ①＋② 

病院長 17,080,125 3,791,075 20,871,200 17,133,822 3,750,551 20,884,372 0.1 

医師 12,405,109 2,177,285 14,582,394 12,411,192 2,146,224 14,557,416 ▲0.2 

歯科医師 11,400,078 2,589,521 13,989,600 11,739,350 2,519,733 14,259,084 1.9 

薬剤師 4,552,138 1,394,532 5,946,670 4,580,024 1,374,903 5,954,927 0.1 

看護職員 4,405,954 1,281,613 5,687,567 4,483,706 1,248,774 5,732,481 0.8 

看護補助職員 2,553,891 610,662 3,164,553 2,549,895 594,018 3,143,913 ▲0.7 

医療技術員 4,112,540 1,246,973 5,359,513 4,139,645 1,225,320 5,364,965 0.1 

 

 

② 一般診療所 
 

（注１）「看護職員」とは、保健師、助産師、看護師、准看護師である。 

（注２）「医療技術員」とは、診療放射線技師、臨床検査技師、栄養士、理学療法士、作業療法士など医療に関わる

専門技術員である。 

 

（医療法人）    報告書 p306                （単位：円、％）      

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

院長 25,770,341 144,815 25,915,156 26,347,041 182,506 26,529,548 2.4 

医師 10,765,984 174,890 10,940,874 11,003,267 177,241 11,180,508 2.2 

看護職員 3,366,053 645,987 4,012,040 3,417,216 674,915 4,092,131 2.0 

看護補助職員 2,170,543 376,793 2,547,336 2,218,834 386,960 2,605,794 2.3 

医療技術員 3,468,404 619,828 4,088,232 3,560,390 650,697 4,211,087 3.0 

 

（個人）    報告書 p306                   （単位：円、％）      

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

院長 － － － － － － － 

医師 8,043,457 959,913 9,003,371 8,668,418 1,175,728 9,844,146 9.3 

看護職員 3,054,951 593,536 3,648,488 3,066,478 600,339 3,666,817 0.5 

看護補助職員 2,296,030 374,193 2,670,223 2,286,766 360,967 2,647,733 ▲0.8 

医療技術員 3,329,847 557,852 3,887,699 3,343,227 527,563 3,870,789 ▲0.4 
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③ 歯科診療所  

 

（医療法人）  報告書 p307                 （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

院長 14,865,295 96,364 14,961,659 15,195,217 84,275 15,279,492 2.1 

歯科医師 6,549,368 167,671 6,717,040 6,856,260 183,670 7,039,931 4.8 

歯科衛生士 2,573,145 301,882 2,875,027 2,564,114 318,669 2,882,783 0.3 

歯科技工士 3,568,299 469,468 4,037,767 3,524,510 469,512 3,994,023 ▲1.1 

 

（個人）    報告書 p307                    （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

院長 － － － － － － － 

歯科医師 4,929,007 561,199 5,490,206 5,042,109 526,671 5,568,779 1.4 

歯科衛生士 2,460,877 347,012 2,807,889 2,494,154 339,457 2,833,611 0.9 

歯科技工士 3,806,662 561,918 4,368,580 4,042,395 600,961 4,643,356 6.3 

 

 

④ 保険薬局  

 

（法人）  報告書 p308                  （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

管理薬剤師 6,423,105 827,650 7,250,755 6,495,588 867,520 7,363,108 1.5 

薬剤師 4,182,494 685,504 4,867,999 4,185,875 687,000 4,872,875 0.1 
 

（個人）  報告書 p308                   （単位：円、％） 

 
前々年（度） 前年（度） 金額の 

伸び率 
平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

平均給料年

(度)額(①） 
賞与(②) ①＋② 

管理薬剤師 － － － － － － － 

薬剤師 3,184,737 437,357 3,622,095 3,501,625 501,093 4,002,718 10.5 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）各集計結果について、合計数値と内訳数値は、四捨五入の関係で合致しない場合がある。 
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(５) 資産・負債の状況(１施設当たり資産・負債) 
 

(注) 資本合計＝資産合計－負債合計 

 

報告書ｐ320・321                     (単位：千円、％） 

 （全体） 

  

  

  

一般病院 一般診療所 

金 額 金額の 

伸び率 

金 額 金額の 

伸び率 
前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 

流動資産 1,703,514 1,778,404 4.4 103,226 109,455 6.0 

固定資産 3,093,195 3,134,728 1.3 84,855 86,473 1.9 

繰延資産 22,441 23,882 6.4 1,765 2,092 18.5 

資産合計 4,819,150 4,937,014 2.4 189,847 198,020 4.3 

 

流動負債 841,669 832,276 ▲1.1 25,167 25,798 2.5 

固定負債 2,179,129 2,167,468 ▲0.5 41,301 39,102 ▲5.3 

（うち）長期借入金 1,294,649 1,255,522 ▲3.0 35,090 32,412 ▲7.6 

負債合計 3,020,798 2,999,743 ▲0.7 66,468 64,899 ▲2.4 

資本合計 1,798,352 1,937,271 7.7 123,379 133,121 7.9 

施設数 664 － 1,856 

 

 

報告書ｐ321                        （単位：千円、％） 

 （全体） 

  

  

  

歯科診療所 保険薬局 

金 額 金額の 

伸び率 

金 額 金額の 

伸び率 
前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 

流動資産 40,669 40,176 ▲1.2 93,974 99,279 5.6 

固定資産 32,843 33,225 1.2 48,511 48,177 ▲0.7 

繰延資産 1,017 913 ▲10.2 4,830 5,450 12.8 

資産合計 74,529 74,313 ▲0.3 147,315 152,905 3.8 

 

流動負債 9,637 9,380 ▲2.7 67,161 70,303 4.7 

固定負債 26,857 26,348 ▲1.9 18,420 18,216 ▲1.1 

（うち）長期借入金 23,975 23,411 ▲2.4 12,837 12,271 ▲4.4 

負債合計 36,494 35,728 ▲2.1 85,581 88,520 3.4 

資本合計 38,036 38,586 1.4 61,734 64,386 4.3 

施設数 415 
 

1,064 

 


